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【事務連絡者氏名】 該当事項はありません。

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区丸の内一丁目６番２号新丸の内センタービルディ

ング17階(東京本社)

【電話番号】 03-6256-0840(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員経営戦略部長　　相馬　剛

【届出の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権証券(行使価額修正条項付新株予約権付社債券等)及び

新株予約権証券

【届出の対象とした募集金額】 (第５回新株予約権)

その他の者に対する割当 5,100,000円
 

新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払

い込むべき金額の合計額を合算した金額

 491,900,000円
 

(注)　新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額は、

全ての本新株予約権が当初の行使価額で行使されたと仮定

して算出された金額であり、行使価額が修正又は調整され

た場合には、新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

の合計額は増加又は減少する可能性があります。また、本

新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社

が本新株予約権を取得し、又は買い取って消却した場合に

は、新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額

は減少する可能性があります。

(第６回新株予約権)

その他の者に対する割当 1,829,700円
 

新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払

い込むべき金額の合計額を合算した金額

 253,829,700円
 

(注)　新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合、当

社が取得した新株予約権を消却した場合及び行使価額が調

整された場合には、新株予約権の行使に際して払い込むべ

き金額の合計額は減少する可能性があります。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券(第５回新株予約権証券)】

(1) 【募集の条件】

 

発行数 2,000個(新株予約権１個につき100株)

発行価額の総額 5,10,000円

発行価格 新株予約権１個につき2,550円(新株予約権の目的である株式１株当たり25.50円)

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 2025年５月７日

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
株式会社アズ企画設計
埼玉県川口市戸塚二丁目12番20号

払込期日 2025年５月７日

割当日 2025年５月７日

払込取扱場所 株式会社埼玉りそな銀行　川口支店
 

(注) １．第５回新株予約権証券(以下「本第５回新株予約権」といい、下記「２　新規発行新株予約権証券(第６回新

株予約権証券)　(1) 募集の条件」で定義する第６回新株予約権証券を以下「本第６回新株予約権」とい

い、本第５回新株予約権及び本第６回新株予約権を総称して「本新株予約権」といいます。)の発行につい

ては、2025年４月21日に開催された当社取締役会決議によるものであります。

２．申込み及び払込みの方法は、当社及び三田証券株式会社(以下、個別に又は本第６回新株予約権の割当予定

先と総称して「割当予定先」といいます。)との間で本第５回新株予約権に係る買受契約(以下、「本買受契

約」といいます。)を締結し、払込期日までに上記払込取扱場所へ発行価額の総額を払込むものとします。

３．本有価証券届出書の効力発生後、払込期日までに本第５回新株予約権の割当予定先との間で本買受契約を締

結しない場合は、本第５回新株予約権に係る割当は行われないこととなります。

４．本第５回新株予約権の募集は、第三者割当の方法によります。

５．本第５回新株予約権証券の振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号
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(2) 【新株予約権の内容等】

 

当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券

等の特質

１．本第５回新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本第５回新株予約権の目的となる株式の種類及び総数は、当社普通株式(別記「新

株予約権の目的となる株式の種類」欄に定義)200,000株(本第５回新株予約権１個

あたりの目的である株式の数は(別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄に定

義)は100株)で確定しており、株価の上昇又は下落により行使価額(別記「新株予約

権の行使時の払込金額」欄第２項に定義)が修正されても変化しない(但し、別記

「新株予約権の目的となる株式の数」欄に記載のとおり、調整されることがあ

る。)。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正された場合、本第５回新

株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

２．行使価額の修正

当社が決定する別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項の条件により、行

使価額は、欄外注７.(3)に定める本第５回新株予約権の各行使請求の効力発生日

(以下、「修正日」という。)の直前取引日の株式会社東京証券取引所(以下、「東

京証券取引所」という。)における当社普通株式の普通取引の終値(同日に終値がな

い場合には、その直前の終値)の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げ

た金額(以下、「修正日価額」という。)が、当該修正日の直前に有効な行使価額を

１円以上上回る場合又は下回る場合には、当該修正日の翌日以降、当該修正日価額

に修正される。なお、「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われ

る日をいう。

３．行使価額の修正頻度

行使の際に本欄第２項に記載の条件に該当する都度、各修正日の前取引日におい

て、修正される。

４．行使価額の下限

行使価額は2,000円(但し、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項による

調整を受ける。)(以下、「下限行使価額」という。)を下回らないものとする。本

欄第２項記載の計算による修正後の行使価額が下限行使価額を下回ることとなる場

合、行使価額は下限行使価額とする。

５．割当株式数の上限

200,000株(本有価証券届出書提出日現在の当社発行済普通株式総数1,208,000株に

対する割合は、16.56％(小数第３位の端数を四捨五入した値))。但し、別記「新株

予約権の目的となる株式の数」欄に記載のとおり、調整される場合がある。

６．本第５回新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限(本欄第４項に記載

の行使価額の下限にて本第５回新株予約権が全て行使された場合の資金調達額)

本第５回新株予約権の発行価額の総額5,100,000円に下限行使価額である2,000円で

本第５回新株予約権が全部行使された場合の400,000,000円を合算した金額。但

し、本第５回新株予約権は行使されない可能性がある。

７．当社の請求による本第５回新株予約権の取得

本第５回新株予約権には、2026年５月８日以降、当社取締役会の決議により、本第

５回新株予約権の全部又は一部を取得することを可能とする条項が設けられている

(詳細については別記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄参照。)

新株予約権の目的とな

る株式の種類

株式会社アズ企画設計　普通株式

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であ

る。なお、当社普通株式の単元株式数は、100株である。

新株予約権の目的とな

る株式の数

１．本第５回新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本第５回新株予

約権１個の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有

する当社普通株式を処分(以下、当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。)

する数は100株(以下、「割当株式数」という。)とする。本第５回新株予約権の目

的である株式の総数は、割当株式数に本第５回新株予約権の総数を乗じた数として

200,000株とする。但し、本欄第２項乃至第４項により割当株式数が調整される場

合には、本第５回新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて

調整されるものとする。

２．当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合(以下、「株式分割等」と総称す

る。)を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結

果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率
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 ３．当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項の規定に従って行使価額の

調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果

生じる１株未満の端数は切り捨てるものとし、現金等による調整は行わない。な

お、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、別記「新株予約権

の行使時の払込金額」欄第４項に定める行使価額調整式における調整前行使価額及

び調整後行使価額とする。

 

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
 

 
４．調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る別記「新株予約権の行使時

の払込金額」欄第４項(2)及び(5)による行使価額の調整に関し、各号に定める調整

後行使価額を適用する日と同日とする。

５．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日ま

でに、本第５回新株予約権を有する者(以下、「本第５回新株予約権者」という。)

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式

数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、別記「新株予約

権の行使時の払込金額」欄第４項(2)⑤に定める場合その他適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使時の

払込金額

１．本第５回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本第５回新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各本第５回新株

予約権の行使に際して出資される財産の本第５回新株予約権１個当たりの価額は、

本欄第２項に定める行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

２．本第５回新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの価額(以

下、「行使価額」という。)は、2,434円(発行決議日の前取引日の終値)とする。但

し、行使価額は本欄第３項及び第４項に定める修正及び調整を受ける。

３．行使価額の修正

(1) 当社は、資金調達のため必要と判断した場合、当社取締役会の決議により、本第

５回新株予約権を行使価額修正型の新株予約権に転換することができ、かかる転

換権の行使後は下記(2)に従い本第５回新株予約権に係る行使価額の修正を行う

ことができるものとする。

(2) 行使価額は、上記(1)の効力発生日以後、欄外注７.(3)に定める本第５回新株予

約権の修正日の修正日価額が、当該修正日の翌日以降、当該修正日価額に修正さ

れる。但し、修正日にかかる修正後の行使価額が下限行使価額(本欄第４項の規

定を準用して調整される。)を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価

額とする。

４．行使価額の調整

(1) 当社は、本第５回新株予約権の発行後、下記(2)に掲げる各事由により当社の発

行済普通株式の総数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合に

は、次に定める算式(以下、「行使価額調整式」という。)をもって行使価額を調

整する。

 

    既発行

株式数
＋

新発行・

処分株式数
×

１株当たり

払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数
 

 
(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期

については、次に定めるところによる。

①　本項(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発

行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てによる

場合を含む。)(但し、当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従

業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分する場合、

新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権

付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる

権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交

換、株式交付又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。)
 

EDINET提出書類

株式会社アズ企画設計(E33863)

有価証券届出書（組込方式）

 4/63



 

 調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最

終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。)以降、又はかかる

発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③　本項(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する

定めのある取得請求権付株式又は本項(4)②に定める時価を下回る払込金額

をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に

付されたものを含む。)を発行又は付与する場合(無償割当ての場合を含む。

但し、当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とす

るストック・オプションを発行する場合を除く。)

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約

権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用し

て算出するものとし、払込期日(新株予約権の場合は割当日)以降又は(無償

割当ての場合は)効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適

用する。

④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社

債に付されたものを含む。)の取得と引換えに本項(4)②に定める時価を下回

る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤　本項(2)①から③までの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発

生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件と

しているときには、本項(2)①乃至③にかかわらず、調整後行使価額は、当

該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準

日の翌日から当該承認があった日までに本第５回新株予約権の行使請求をし

た本第５回新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を

追加的に交付する。この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨

てるものとし、現金等による調整は行わない。

 

 
株式数

 
＝

(
調整前

行使価額
－

調整後

行使価額
) ×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

 
(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１

円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の

調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式

中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用

する。

(4) ①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第

２位を切り捨てるものとする。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日

(但し、本項(2)⑤の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日(終

値のない日を除く。)の東京証券取引所における当社普通株式の終値の単純

平均値とする。この場合、単純平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算

出し、小数第２位を切り捨てるものとする。

③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与

えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、

調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普

通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した

数とする。また、上記(2)⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発

行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てら

れる当社の普通株式数を含まないものとする。
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 (5) 上記(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当

社は、本第５回新株予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の

調整を行う。

①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換、株式交付又は合

併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生

により行使価額の調整を必要とするとき。

③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調

整後行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響

を考慮する必要があるとき。

(6) 上記(2)の規定にかかわらず、上記(2)に基づく調整後行使価額を初めて適用する

日が本欄第３項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、上記(2)に基づ

く行使価額の調整は行わないものとする。但し、この場合も、下限行使価額(別

記「当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質」欄第４項に定義す

る。)については、かかる調整を行うものとする。

(7) 行使価額の調整を行うとき(下限行使価額が調整されるときを含む。)は、当社

は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本第５回新株予約権者に対し、

かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額(調整後

の下限行使価額を含む。)及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知す

る。但し、上記(2)⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行

うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合

の株式の発行価額の総

額

491,900,000円

(注)　全ての本第５回新株予約権が当初の行使価額で行使されたと仮定して算出された

金額であり、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項又は第４項によ

り、行使価額が修正又は調整された場合には、新株予約権の行使により株式を発

行する場合の発行価額の総額は増加又は減少する可能性がある。また、新株予約

権の権利行使期間内に行使が行われない場合、新株予約権の割当てを受けた者が

その権利を喪失した場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、当

該金額は減少する。

新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合

の株式の発行価格及び

資本組入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本第５回新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請

求に係る各本第５回新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請

求に係る各本第５回新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新株予約権

の目的となる株式の数」欄記載の本第５回新株予約権の目的である株式の総数で除

した額とする。

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備

金

本第５回新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合における増加する資

本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度

額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切

り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた

額を増加する資本準備金の額とする。

新株予約権の行使期間 2025年５月８日から2028年５月８日までの期間とする(但し、当該期日が取引日でない

日に該当する場合は、その直後の取引日を期日とする)。

新株予約権の行使請求

の受付場所、取次場所

及び払込取扱場所

１．新株予約権の行使請求の受付場所

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

２．新株予約権の行使請求の取次場所

該当事項はありません。

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社埼玉りそな銀行　川口支店

新株予約権の行使の条

件

本第５回新株予約権の一部行使はできない。
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自己新株予約権の取得

の事由及び取得の条件

当社は、2026年５月８日以降、本第５回新株予約権者に対し会社法第273条及び第274条

の規定に従って15取引日前までに通知した上で、当社取締役会で定める取得日に、本第

５回新株予約権１個当たりの払込金額と同額で、本第５回新株予約権者の保有する本第

５回新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽

選その他の合理的な方法により行うものとする。本第５回新株予約権の発行要項の他の

いかなる規定にもかかわらず、当社による本第５回新株予約権者に対する本第５回新株

予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本第５回新株予約権者が得たいかなる情報

も、金融商品取引法第166条第２項に定める未公表の重要事実を構成しないよう、当社

が当該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。

新株予約権の譲渡に関

する事項

１．当社と本第５回新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する本買受契約書にお

いて、当社取締役会による承認がない限り、本第５回新株予約権を第三者に譲渡し

ない旨の制限を付すものとする。

２．割当予定先は、当社の取締役会の承認決議を経て本第５回新株予約権を他の者に譲

渡する場合には、割当予定先の本契約上の地位及びこれに基づく権利義務も共に当

該譲受人に対し譲渡するものとする。この場合、各当事者は、かかる譲渡に必要な

措置を採るものとし、かかる譲渡以後、本買受契約中の「割当予定先」は当該譲受

人の名称と読み替えられるものとする。本項に基づく割当予定先の義務は、当該譲

受人及び本第５回新株予約権のその後の全ての譲受人に承継されるものとする。

代用払込みに関する事

項

該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う

新株予約権の交付に関

する事項

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割

会社となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交

換、株式移転完全子会社となる株式移転、又は株式交付完全親会社の完全子会社となる

株式交付(以下、「組織再編成行為」と総称する。)を行う場合は、当該組織再編成行為

の効力発生日の直前において残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会

社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社、

株式移転設立完全親会社又は株式交付完全親会社(以下、「再編当事会社」と総称す

る。)は以下の条件に基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約権を交

付することができる。

①　新たに交付される新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数を基に、組織再編成行為の条件等を勘案し

て合理的に調整する。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。

②　新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

再編当事会社の同種の株式

③　新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は

切り上げる。

④　新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は

切り上げる。

⑤　新たに交付される新株予約権に係る行使期間、当該新株予約権の行使により株式を

発行する場合における増加する資本金及び資本準備金、当該新株予約権の取得事

由、組織再編成行為の場合の新株予約権の交付、新株予約権証券の発行、新たに交

付される新株予約権の行使の条件

本新株予約権の発行要項に準じて、組織再編成行為に際して決定する。
 

(注) １．本新株予約権の発行により今般の資金調達をしようとする理由

(1) 募集の目的及び理由

ア．当社グループの事業概要

当社グループは、当社(株式会社アズ企画設計)、連結子会社１社(合同会社アズプラン)で構成されてお

り、『空室のない元気な街を創る』を企業理念として、「アズ(ＡＺ)」という社名の由来である「Ａか

らＺまで、幅広くあらゆるニーズに対応できる会社に」をモットーに、不動産ビジネスを展開しており

ます。

当社グループは、東京都心部を中心に１都３県で、「不動産販売事業」、「不動産賃貸事業」、「不動

産管理事業」を行っております。

 

ａ．不動産販売事業

①　収益不動産売買領域

入居率の低下や賃料水準の低下等が発生し、収益の改善を要する中古不動産を取得し、当社保有中

にリーシング(賃貸募集活動)やリノベーション(主に間取り変更を伴う内装工事)、物件管理状況の

改善等を通じて不動産としての収益改善を行い、不動産投資家へ販売しております。物件エリアの

市場環境調査や周辺対抗物件調査、物件及び物件の管理状況の把握を行った上で、リーシングやリ

ノベーションを含む具体的な収益改善プランを作成・実行し、賃貸ニーズに合致するような物件へ

と再生しております。また、開発用地を取得し、賃貸ニーズに合致するような不動産を建設・リー
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シングすることで、収益不動産として商品づくりをし、販売しております。これらを速やかに実行

することで、販売用不動産の保有期間の短縮化を図っております。

 

ｂ．不動産賃貸事業

①　不動産賃貸領域

リニューアルにより高収益が見込める中古不動産を不動産オーナーより借り上げ、施設利用者へ転

貸しております。当社が不動産賃貸事業及び不動産管理事業で培ってきたリーシングやリノベー

ションの手法により、賃貸物件の稼働率向上や賃料水準の改善を図っております。また、所有不動

産からの賃料収入や不動産販売事業において取得した販売用不動産の売却までの期間に得られる賃

料収入も当領域の収益になります。

②　空間再生領域

長期不稼働になっている建物や遊休地を保有する不動産所有者に対し、有効活用を提案し、不動産

所有者から未利用建物又は土地を賃借し、再生利用しております。

店舗、事務所、倉庫等の不稼働の事業用建物は、造作を加えて内部を区切り、収納スペースや事業

スペースとして施設利用者に提供いたします。

遊休地については、貸コンテナの設置や、コインパーキングあるいは月極駐車場、一括貸地等とし

て施設利用者に提供いたします。

居住用不動産については、住宅宿泊事業法(民泊新法)に基づく住宅宿泊事業として、当社が不動産

物件を賃借し、運営会社協力のもと宿泊サービスを提供する民泊施設の運営も行っております。

 

ｃ．不動産管理事業

①　不動産管理仲介領域

当社から不動産物件を購入した顧客や、その他の不動産所有者に対して所有不動産における建物管

理及び入居者管理、賃貸借契約管理等のサービスを提供しております。また、不動産所有者と入居

者の賃貸仲介を行っております。

②　建築リフォーム領域

賃貸不動産物件や一般家庭に対してクリーニングや修繕工事、原状回復工事等のサービスを提供し

ております。

③　不動産管理付帯領域

賃貸仲介等から生じる鍵等の付帯商品販売を通じた収益や、少額短期保険の代理店手数料等を得て

おります。

 

当社グループの最大の強みは空室の改善力であると考えており、今後も、不動産販売事業においては、

その力を活かして収益力の落ちた不動産を生まれ変わらせて不動産投資家へ販売するビジネスを深化さ

せていきます。東京本社開設以来、大きな収益源へと成長しており、今後も不動産販売事業を中心に、

会社全体の事業規模を拡大してまいります。また、不動産賃貸・管理事業については、営業活動の強化

と、ＩＴを活用した管理業務の効率化により、スケール(受託戸数)の拡大を行うことで安定収益源を確

保するとともに、空室・遊休地に対する多様なソリューションについても深化させていきます。

 

イ．当社グループの事業方針及び中期経営計画

2025年２月期におけるわが国経済は、賃上げなどによる雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の拡

大効果などから、緩やかな回復基調となりました。一方で、エネルギーや原材料価格の高騰、国内では

物価高や日本銀行による金融政策の見直し懸念などもあり、先行きの不透明な状況が続きました。

当社グループの属する不動産業界においては、金融政策について懸念はあるものの、国内外の投資家の

国内不動産に対する投資マインドは底堅く推移しております。但し、依然として不動産価格が高値で推

移しているため、引き続き注視が必要な状況です。

このような事業環境の下、2025年２月期における当社グループの業績は、売上高12,430百万円(前年同

期比8.0％増)、営業利益975百万円(同46.9％増)、経常利益740百万円(同63.0％増)、親会社株主に帰属

する当期純利益461百万円(同25.5％減)となりました。

 

2026年２月期以降の事業見通しは以下のとおりです。

国内の不動産マーケットは空室率や賃料の安定推移により、国内外問わず不動産投資家の需要は高く、

取引価格も高く推移しており、今後もこの継続は継続するものと考えております。一方で、日本銀行に

より政策金利が段階的に引き上げられており、不動産マーケットに対する懸念材料もあるため、引き続

き注視してまいります。

このような環境下で当社グループといたしましては、2025年２月期後半の不動産マーケット環境が続く

という前提のもと、下記のとおり2026年２月期の業績予想を作成しております。

当社グループでは、中期経営計画(2025年２月期～2027年２月期)(2024年７月11日付公表。以下、「中

期経営計画」といいます。)を推し進めており、「営業利益」や「１人当たり営業利益」を重視した経

営に取組んでおります。本中期経営計画では、「営業利益10.8億円」「１人当たり営業利益1,800万

円」を目標値とし、従前より販売事業の規模を拡大させるために取組んできた取扱物件の大型化と多様

化に加え、営業利益向上に向けた取組み、社外との連携に向けた取組みの２つを進めています。

営業利益向上に向けた取組みでは、一部収益不動産の長期保有により、保有する不動産の収益性向上と

保有期間中の賃料収入の拡充の２つを目指しています。これまでよりも長期的に収益不動産を保有する
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ことで時間のかかる賃料単価の引き上げや大規模リニューアル、管理経費の削減などに取組み、販売時

の利益率向上を目指しています。また、保有期間が長くなることで賃料収入を安定的に確保できるメ

リットもあります。

営業面での持続的成長以外にも、非連続的な成長に向けて取組むべき領域を分けアプローチすること

で、社外との連携による成長も目指しています。

このような取組みの中、主力の不動産販売事業では、大型の不動産の取扱いを増やすことで売上高の向

上も目指しつつ、各案件の利益率向上による利益の積上げを図ります。不動産賃貸事業では、販売用不

動産の長期保有による安定的な収益の獲得を図る一方、民泊施設でのインバウンド需要の取込みも積極

的に行い、収益の向上を目指します。不動産管理事業では、収益の原資となる管理戸数の増加を目指し

つつ営業体制の強化、業務の効率化に取組み、利益率の向上を目指します。

 

以上を踏まえまして、2026年２月期の業績予想につきましては、売上高13,500百万円、営業利益1,080

百万円、経常利益800百万円、親会社株主に帰属する当期純利益510百万円としております。

    (単位：百万円)

 
2025年２月期
当初計画

2025年２月期
業績予想修正後

2025年２月期
実績

2026年２月期
業績予想

売上高 13,000 12,430 12,430 13,500

営業利益 810 965 975 1,080

経常利益 570 732 740 800

親会社株主に帰属する
当期純利益

400 453 461 510

１株当たり当期純利益
(ＥＰＳ)(円)

334.22 376.44 383.89 422.27
 

(注) １．中期経営計画において、2027年２月期の目標として「営業利益1,080百万円」「親会社株主に

帰属する当期純利益510百万円」を設定しておりますが、2025年４月10日付「2025年２月期　

決算短信〔日本基準〕(連結)」において公表いたしましたとおり、2026年２月期の業績予想

における営業利益は1,080百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は510百万円となってお

り、上記中期経営計画の目標を前倒しで達成する予定です。新中期経営計画の策定の有無等

につきましては、現時点では未定です。

２．2025年２月期の業績予想につきましては、2025年３月18日付「2025年２月期連結業績予想の

修正に関するお知らせ」に記載のとおり、当初計画としておりました売上高13,000百万円、

営業利益810百万円、経常利益570百万円、親会社株主に帰属する当期純利益400百万円から、

上記表中の数値に上方修正を行いました。上記表中の「2025年２月期　当初計画」は業績予

想修正前の数値、「2025年２月期　業績予想修正後」は業績予想修正後の数値を記載してお

ります。

 

(将来に関する記述等についての注意点)

上記に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異な

る可能性があります。

 

また、当社グループは、中期経営計画に記載のとおり、当社グループの成長戦略として、１)営業利益

向上に向けた取組み、２)社外との連携に向けた取組み、３)販売事業の規模拡大に向けた取組みを掲

げ、以下のとおり各施策を進めております。また、当社グループは、持続的成長と企業価値向上の実現

に向けて、財務基盤の強化を図りながら将来の成長投資と株主還元の両立を実現していくことを重要な

経営課題として認識しており、４)配当政策・株主還元についても積極的に検討しております。

 

１) 営業利益向上に向けた取組み

営業利益向上を目的に、一部収益不動産の長期保有により、㋐内部成長(保有する不動産の収益性

向上)の充実と、㋑ストック収益(保有期間中の賃料収入)の拡充の２つに取り組んでまいります。

短い保有期間は当社の強みであると考えておりますが、物件を選んで長期間保有する間に、難易度

の高い賃料交渉や時間のかかる大規模なリニューアル工事、管理経費の削減などに取組み、販売時

の利益率を向上させることが可能となります。また、保有期間を伸ばすことで、保有期間中の賃料

収入増加による安定的な営業利益の積上げも期待することができます。

 

２) 社外との連携に向けた取組み

営業強化による持続的成長だけでなく、非連続的な成長に向けて取組むべき対象領域を以下の10分

野に分け、㋐戦略的提携やＭ＆Ａ、㋑連携(取引)先の拡充や提供サービスの活用等を進めてまいり

ます。なお、戦略的提携につきましては、新たな市場・地域への参入や新たな商品・サービスの開

発等を目的として、中長期的なパートナーシップを前提とした資本の移動を伴う業務協力関係を構

築することを目指すものであり、資本業務提携、マイノリティ出資、ジョイントベンチャー設立等
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を想定しております。

①(流通・再生)ＤＸ効率化(デジタルトランスフォーメーション)

②仕入

③バリューアップ(商品化)：ビル、レジデンス

④販売

⑤資金調達：コミットメントライン契約・当座貸越契約、クラウドファンディング

⑥(賃貸管理)ＤＸ効率化(デジタルトランスフォーメーション)

⑦ＡＭ(アセットマネジメント)

⑧ＢＭ(ビルマネジメント)

⑨オーナー管理

⑩ＰＭ(プロパティマネジメント)

 

３) 販売事業の規模拡大に向けた取組み

旧中期経営計画(2022年２月期～2024年２月期)(2021年12月14日付「新市場区分の上場維持基準の

適合に向けた計画書」(以下、「計画書」といいます。)にて公表)では、当社グループの成長戦略

として「取扱物件の大型化」「利益管理の見直し」「取扱商品の多様化」を掲げ、取扱高や取引件

数の増加に向けた取組みを進めてまいりましたところ、価格帯の向上については、旧中期経営計画

で目標としていた３億円以上の物件の取扱いを中心とすることができたものと評価しております。

したがいまして、本中期経営計画においては、さらに目標値を向上させ「５億円以上」へと変更し

ております。また、多様な商品種別を取扱うことで、マーケットのニーズに合わせてその時々で

ニーズの高い商品に寄せることも可能となっております。

したがいまして、以下のとおり、取扱高や取引件数の増加を目指したこれまでの取組みにつきまし

ても、引き続きさらに強化してまいります。

㋐価格帯の向上(大型化)：５億円以上の物件を取扱いの中心とし、10～20億円規模の取扱いを拡充す

ることで、融資のつきやすい投資家層へのアプローチを進めております。

㋑商品種別の多様化：従前は、取扱物件の中心はレジデンスでしたが、居住用：事業用＝１：１へ移

行することを目指します。レジデンス以外の種別(オフィス・店舗)の取扱比率を上げることで、不

動産投資家からの様々なニーズに応える体制を整えてまいりました。また、区分所有不動産の取扱

いも推進しております。

 

４) 配当政策・株主還元

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題の１つとして認識しております。

当社は、持続的な成長と企業価値の向上は株主共通の利益であるという前提に立ち、継続的かつ安

定的な配当を実施するとともに、事業の発展及び経営基盤の強化に必要な成長投資としての内部留

保を充実させる前提で、業績に基づき機動的に配当を検討することを基本方針としております。

この方針に基づき、2024年２月期におきましては、業績等を総合的に検討しました結果、株主の皆

様の日頃のご支援にお応えすべく、１株当たり20円の初配を実施いたしました。

また、2025年２月期におきましては、重要指標として定めた営業利益の数値が業績予想を上回った

ことから、１株当たり30円の期末配当を実施することといたしました。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、事業の発展及び経営

基盤の強化を目的とし、不動産販売事業や不動産賃貸事業への投資など戦略的投資に活用していき

たいと考えております。

 

今後も、持続的成長と中長期的な企業価値向上の実現に向けて、引き続き中期経営計画における成

長戦略の取組み等を推進することにより、将来の成長投資と株主還元の両立・強化をさらに進めて

まいります。

 

ウ．当社グループの成長投資戦略及び本資金調達における資金使途

上記の中期経営計画の達成に向けて、当社グループでは、不動産販売事業を中心に、これまで取り組ん

できた営業戦略への取組みを更に加速させ、中期経営計画に掲げる当社グループの成長戦略１)営業利

益向上に向けた取組み、２)社外との連携に向けた取組み、３)販売事業の規模拡大に向けた取組みを更

に強化してまいります。

具体的には、①「販売事業の規模拡大に向けた取組み」の１つとして、従前よりも大型案件を中心とし

た不動産開発のための成長投資、②「社外との連携に向けた取組み」の１つとして、Ｍ＆Ａ又は戦略的

提携のための成長投資を、当社グループにおける今後の重要な成長投資戦略と位置付けております。

 

したがいまして、当社グループといたしましては、今後当社グループにおける更なる利益成長を強化す

るための大型案件への事業投資や他社との戦略的提携等を強化することにより、事業面での持続的成長

に加えて非連続的な企業成長による新たな収益獲得の機会を目指し、中長期的な企業価値向上への取り

組みを積極的に推進してまいります。

 

以上より、本資金調達による調達資金は、当社グループにおける更なる事業拡大、収益力強化及び財務

基盤の強化を目的として、上記「イ．当社グループの事業方針及び中期経営計画」に掲げる各成長戦略

に基づき、①不動産開発資金、②Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資資金に充当する予定です。各
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資金使途の詳細は以下のとおりです。

 

①　不動産開発資金

当社グループといたしましては、今後更なる事業拡大及び収益力強化を図り、持続的な成長を実現し

ていくためには、物件の付加価値を生み出す開発力を高め、利益成長に向けた大型案件への事業投資

を積極的に推進・強化していくことが必要不可欠であると考えております。

不動産販売事業におきましては、中期経営計画に掲げる「３)販売事業の規模拡大に向けた取組み」

の１つとして、商品・販売網を多様化させる目的で、これまで当社グループが取組んできた既存事業

とは異なる、当社グループにとって新しいスキームの事業(不動産開発事業、プレミアムマンション

事業、不動産特定共同事業等)を展開しております。当社グループは、そのような商品種別の多様化

を目的とした新規事業の１つとして、2021年10月より不動産開発事業を開始しており、開発用地を当

社で購入して建物を建設し、リーシング(賃貸募集)等を行い収益不動産とし、販売を行っておりま

す。

このような不動産開発事業におきましては、当社グループのこれまでの経験を活用し、リーシングに

強みを有すると考えられる当社グループが物件を企画することで、賃貸需要の高い収益不動産を建築

することができ、当社グループとしても、半年後、１年後の売上及び高いリターンを見込むことがで

きます。

 

不動産開発案件の進捗状況につきましては、2021年10月から2024年２月期までに、世田谷区用賀プロ

ジェクト、板橋区大和町プロジェクト、板橋区本町プロジェクトの３案件が竣工し、販売も完了して

おります。また、2024年３月には台東区東上野プロジェクトが、2024年11月には練馬区豊玉プロジェ

クトが、共に防音マンションとして竣工し、2025年２月期において販売も完了しております。現在

は、渋谷区西原プロジェクトに新たに取組んでおります。

＜不動産開発事業に関する当社グループの開発実績＞

 プロジェクト 開始時期 竣工

１ 世田谷区用賀プロジェクト 2021年10月～ 2023年11月

２ 板橋区大和町プロジェクト 2022年５月～ 2023年７月

３ 台東区東上野プロジェクト 2022年11月～ 2024年３月

４ 板橋区本町プロジェクト 2023年６月～ 2024年２月

５ 練馬区豊玉プロジェクト 2023年10月～ 2024年11月

６ 渋谷区西原プロジェクト 2025年３月～ ―
 

 

以上のとおり、当社グループの不動産開発事業は、順調に進捗しており、今後も引き続き、全社を挙

げて積極的に取組んでいく方針です。

 

当社は、前回の第三者割当(2023年３月８日付公表に係る第３回新株予約権及び第４回新株予約権の

発行)により、総額401百万円(差引手取概算額387百万円)の資金調達を実施し、㋐不動産開発事業用

資金として171百万円、㋑プレミアムマンション事業用資金として80百万円、㋒Ｍ＆Ａ又は戦略的提

携関連資金として30百万円を充当済みです(なお、現在、当社グループでは、複数のＭ＆Ａ又は戦略

的提携案件につき検討又は交渉を順次進めており、未充当の㋒Ｍ＆Ａ又は戦略的提携関連資金106百

万円につきましては、当該第４回新株予約権の支出予定時期である2026年３月までを目標として、案

件が成立又は確定し次第、Ｍ＆Ａ又は戦略的提携関連資金として充当予定です。)。

 

不動産開発事業においては、開発から販売までに相応の時間を要するとともに、開発用地の取得及び

建築費として１案件につき合計で数億円から数十億円の資金が必要となることから、プロジェクトを

確実に遂行していくためには、金融機関からの借入を利用するとともに十分な自己資金を確保してお

く必要があります。

 

本新株予約権による調達資金の支出予定時期は2025年５月から2028年５月を予定しておりますとこ

ろ、当該期間において、１案件当たりの投資金額約10～20億円、３～６件程度の不動産開発を実施す

る計画です。

当社グループにおいては、日常的に多数の案件情報を入手するよう努めており、今後、当社グループ

の中長期的成長にとって有益な案件が出てきた場合には、その投資機会を逸することのないよう、か

つ相手方との交渉を有利に進める観点からも、十分な自己資金を確保しておくことが必要であると考

えております。

したがいまして、当社グループは、今後も不動産開発事業における投資機会を数多く想定しており、

かかる資金需要に機動的に対応するためには、前回の第三者割当に引き続き多様な資金調達手段を確

保し、更なる財務基盤の強化を図る必要があることから、今般の資金調達を実行し、本新株予約権に

よる調達資金のうち428百万円を不動産開発資金として充当する予定です。

不動産開発において必要となる資金の大部分については、原則として金融機関からの借入又は手元資

金等を充当する予定であり、その一部の資金として本新株予約権による調達資金を充当する予定で

す。当該資金使途につき資金が不足する場合には、追加で金融機関からの借入又は手元資金等による
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充当を検討する予定です。

 

②　Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資資金

当社グループといたしましては、今後更なる事業拡大及び収益力強化を図り、持続的な成長を実現し

ていくためには、新たな収益機会の獲得に向けた積極的なＭ＆Ａ又は戦略的提携の推進が必要不可欠

であると考えております(なお、戦略的提携につきましては、新たな市場・地域への参入や新たな商

品・サービスの開発等を目的として、中長期的なパートナーシップを前提とした資本の移動を伴う業

務協力関係を構築することを目指すものであり、主に資本業務提携、マイノリティ出資、ジョイント

ベンチャー設立等を想定しております。)。

当社グループは、中期経営計画に掲げる「２)社外との連携に向けた取組み」として、今後特に注力

するターゲット分野(10分野：①ＤＸ効率化(流通・再生)、②仕入、③バリューアップ(商品化)、④

販売、⑤資金調達(コミットメントライン契約・当座貸越契約、クラウドファンディング)、⑥ＤＸ効

率化(賃貸管理)、⑦ＡＭ(アセットマネジメント)、⑧ＢＭ(ビルマネジメント)、⑨オーナー管理、⑩

ＰＭ(プロパティマネジメント))を設定し、Ｍ＆Ａや他社との戦略的提携等に関する検討を随時進め

ております。

当社は、レジデンスに関するバリューアップ(商品化)分野における他社との連携事例として、2024年

２月、民泊事業における連携強化を図るため、matsuri technologies株式会社への出資及び業務提携

を行っております(2024年２月16日付プレスリリース)。

 

今後、当社グループは、非連続的な成長に向けて、更にＭ＆Ａや他社との戦略的提携を活用し、成長

分野への新規参入や他社との連携等による新たな収益獲得の機会を目指し、中長期的な企業価値向上

への取組みを推進していく方針です。

 

当社グループにおける具体的なＭ＆Ａ戦略といたしましては、当社事業との親和性が高く事業シナ

ジーが見込まれ、当社の中長期的成長に資する企業のＭ＆Ａ又は戦略的提携について積極的に検討を

進める方針です。

具体的なターゲット企業といたしましては、当社の成長戦略の１つである「販売事業の規模拡大」に

資する業種として、当社がターゲット分野とする上記10分野を中心に、㋐物件の付加価値向上・バ

リューアップ等に関するノウハウ又は優秀な人材を有する企業、㋑後継者不足など事業承継の課題を

抱えている企業、㋒特定のマーケットにおいて高いシェアを有する地方の中堅企業、㋓独自の商品・

サービスを有し、かつ参入障壁の高い市場で優位性を持つ企業等を主な対象として、積極的に検討を

進めてまいります。

また、対象業種につきましては、ⓐ当社グループのコア事業である不動産販売事業・不動産賃貸事

業・不動産管理事業の拡大・拡充を目的とした同業種への投資検討を進めるほか、ⓑグループとして

の事業エリア及び事業ポートフォリオの拡大を目的とした、ビル仲介・買取再販や、デベロッパー、

ストック収益を見込めるビル管理会社等の不動産関連業種、ⓒ他業種であってもＤＸ事業等の成長分

野への新規参入や新たな収益機会としての新規事業の創出・展開に資する企業等について、幅広く投

資検討を進めてまいります。

本新株予約権による調達資金の支出予定時期は2025年５月から2028年５月を予定しておりますとこ

ろ、当該期間において、１案件当たりの投資金額約３～15億円、１～２件程度のＭ＆Ａ又は戦略的提

携を実施する計画です。

当社グループにおいては、日常的に多数の案件情報を入手するよう努めており、今後、当社グループ

の中長期的成長にとって有益な案件が出てきた場合には、その投資機会を逸することのないよう、か

つ相手方との交渉を有利に進める観点からも、十分な自己資金を確保しておくことが必要であると考

えております。

実際に、当社グループでは、複数の案件につき検討又は交渉を順次進めており、前回の第４回新株予

約権による調達金額の未充当額106百万円を超える数億円～数十億円規模の案件も含まれておりま

す。仮にそのような案件が成約・実行に至った場合には、特定のタイミングに多額のキャッシュが必

要となりますが、現在の世界情勢の混乱や金融市場の不透明感等に鑑みますと、将来当社が必要とす

る時機において今回発行を予定しているような新株予約権等による資本調達をできるか否かは予測困

難であり、仮にそのような調達が困難となる場合は、当社が計画する成長投資が実行できない可能性

があります。

以上のような理由から、当社グループの成長機会を逃すことなく機動的に投資を実行していくために

は、前回の第三者割当による調達資金に加え、今般、本新株予約権を発行することにより、前もって

成長投資のための資金を確保する準備を進めることが、当社の中長期的成長を確実に実現するという

観点から適切であるものと判断いたしました。

したがいまして、当社グループは、今後もＭ＆Ａ又は戦略的提携に関する投資機会を数多く想定して

おり、かかる資金需要に機動的に対応するためには、前回の第三者割当に引き続き多様な資金調達手

段を確保し、更なる財務基盤の強化を図る必要があることから、今般の資金調達を実行し、本新株予

約権による調達資金のうち300百万円をＭ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資資金として充当する

予定です。

Ｍ＆Ａ又は戦略的提携において必要となる資金の大部分については、原則として金融機関からの借入

又は手元資金等を充当する予定であり、その一部の資金として本新株予約権による調達資金を充当す

る予定です。当該資金使途につき資金が不足する場合には、追加で金融機関からの借入又は手元資金
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等による充当を検討する予定です。

 

以上のとおり、今後の当社グループにおける成長戦略である①利益成長に向けた不動産開発投資及び

②Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資を確実に実行し、更なる事業拡大及び収益力の強化を図る

ため、今後想定される成長投資に備えて十分な自己資金を確保するとともに、本資金調達に伴う純資

産の増加により当社グループの財務基盤を強化することを目的として、本新株予約権の発行を決定い

たしました。

 

当社グループは、資本コストを上回る投下資本の効率的な活用を通じて、安定的な利益成長及び

キャッシュ創出力の拡大を図り、更なる業績向上及び株価向上に努めるとともに、中期経営計画に定

める成長戦略の強化・実行、当社株式の流動性の向上、ＥＰＳ(１株当たり当期純利益)の成長等を目

指し、様々な施策を通じて株式価値の向上及び株主の皆様への還元により一層努めてまいります。

 

エ．流動性及びＰＥＲ・ＰＢＲの向上のための取組み

計画書に記載のとおり、新市場区分の移行基準日2021年６月30日時点における当社の流通株式時価総額

は約4.11億円であり、スタンダード市場における上場維持基準である「流通株式時価総額10億円」を下

回っておりましたところ、適合計画期間を2025年２月末と定め、旧中期経営計画の達成を含めた各種取

組みを進めてまいりました。

その結果、2024年３月21日付「スタンダード市場の上場維持基準への適合のお知らせ」に記載のとお

り、2024年２月末時点において、当社の流通株式時価総額は13.68億円となり、スタンダード市場の上

場維持基準に適合することとなりました。

 

当社が特に重視しております営業利益については、2022年２月期から2025年２月期において４期連続で

計画を上回っており、また、旧中期経営計画の最終年度であった2024年２月期においては、１株当たり

20円の初配を実施し、2025年２月期においては、増配を行い、１株当たり30円の配当を実施することと

いたしました。

 

上記のとおり、当社は、2024年２月期においてスタンダード市場の上場維持基準を達成いたしました

が、今後も引き続き、流動性の向上による流通株式時価総額の向上を図り、スタンダード市場の上場維

持基準の恒常的・安定的達成を目指してまいります。

 

今般の資金調達において、本第５回新株予約権の割当予定先である三田証券株式会社は、本第５回新株

予約権の行使により取得した当社株式については、株価への悪影響を極力排除するよう株価及び出来高

等の状況に配慮しながら、比較的短期間で市場売却等する方針となっております。したがいまして、割

当予定先である三田証券株式会社が本第５回新株予約権の行使により取得した当社株式を市場売却した

場合には、当社株式の流動性向上を期待することができます。当社の試算によれば、現時点での発行済

株式総数を基準とすると、本第５回新株予約権の行使が完了した時点においては、当社の流通株式比率

は約54.4％まで高まり、流通株式時価総額は約18.6億円となる見込みです。

他方で、本第６回新株予約権については、当社代表取締役が割当予定先であり、当社グループの中長期

的な企業価値向上に対するコミットメントを示す観点に基づく中長期保有方針であることから、本第６

回新株予約権を行使した場合も、当社株式を短期間で市場売却等することは予定しておりません。した

がいまして、本第６回新株予約権の行使そのものは、流通株式比率の向上には寄与いたしませんが、本

第６回新株予約権の行使価額は2,800円と設定されていることから、当社の試算によれば、現時点での

発行済株式総数を基準とすると、本第６回新株予約権の行使が完了した時点においては、当社の流通株

式比率は約51.1％、流通株式時価総額は約21.4億円となる見込みです。

 

また、2022年２月期から2025年２月期において、期末株価を基準とすると、当社グループ連結のＰＥＲ

は、概ね３～６倍、当社グループ連結のＰＢＲは、概ね１倍前後と比較的低位で推移しております。

当社は、株主の皆様をはじめとした各ステークホルダーの皆様から当社グループの成長性を適切に評価

していただくことを基本的な方針として、安定した収益の確保とＰＥＲ及びＰＢＲについて東証スタン

ダード市場の平均値(2025年２月の東証スタンダード市場平均　ＰＥＲ：14.8倍、ＰＢＲ：0.9倍)を上

回る水準を恒常的・安定的に確保することを第一に、ＰＢＲについては１倍を上回る水準を最低限の目

標としてまいります。

 

＜経営指標等＞

区分
2022年
２月期

2023年
２月期

2024年
２月期

2025年
２月期

売上高(百万円) 9,592 9,374 11,506 12,430

営業利益(百万円) 359 495 663 975

経常利益(百万円) 303 349 454 740
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(親会社株主に帰属する)当期純利益(百
万円)

△526 493 620 461

１株当たり当期純利益(円) △553.41 515.35 567.37 383.89

１株当たり純資産(円) 1,025.68 1,540.18 2,084.75 2,449.29

自己資本利益率(ＲＯＥ)(％) △42.32 40.17 24.85 16.94

期末株価(円) 1,241 1,646 2,500 2,410

ＰＥＲ(倍) － 3.19 4.41 6.28

ＰＢＲ(倍) 1.21 1.07 1.20 0.98
 

(注) １．ＰＥＲ及びＰＢＲは、各年度最終取引日の終値をもとに算出しております。

２．2024年２月期より連結財務諸表を作成しておりますので、2024年２月期より連結数値を記載

しております。

 

したがいまして、今般の第三者割当による本新株予約権の発行は、上場維持基準の恒常的・安定的達成

及びＰＥＲ・ＰＢＲの向上等に向けた流動性向上策の１つとして実施するものです。

当社グループは、今後も引き続きスタンダード市場の上場維持基準を恒常的・安定的に達成し、ＰＥ

Ｒ・ＰＢＲの更なる向上を図るため、今般の資金調達を実施し流動性の向上に努めるとともに、更なる

業績向上及び株価向上に向けて中期経営計画に掲げる各種施策を進めてまいります。

 

当社といたしましては、本新株予約権の発行により、当社グループの成長戦略の強化及び成長投資資金

の確保が可能になるとともに、財務基盤の強化及び資本バッファーの構築による負債調達余力の確保・

拡大をも図ることができ、当グループの中長期的な企業価値の向上に繋がるものと考えております。

 

以上のとおり、今後の当社グループにおける成長戦略である①不動産開発投資及び②Ｍ＆Ａ又は戦略的

提携のための成長投資を確実に実行し、更なる事業拡大及び収益力の強化を図るため、今後想定される

成長投資に備えて十分な自己資金を確保するとともに、本資金調達に伴う純資産の増加により当社グ

ループの財務基盤を強化すること及び上場維持基準の達成並びにＰＥＲ・ＰＢＲ改善等に向けた流動性

の向上を図ることを目的として、本新株予約権の発行を決定いたしました。

 

(2) 資金調達方法の概要

本資金調達は、当社が割当予定先に対し、以下のとおり本新株予約権を割り当て、割当予定先による本新

株予約権の行使に伴って当社が資金を調達する仕組みとなっております。

①　本第５回新株予約権：対象株式数を200,000株、行使期間を３年間とし、行使価額が2,434円に固定され

ている固定行使価額新株予約権(行使価額修正型への転換権付)

②　本第６回新株予約権：対象株式数を90,000株、行使期間を３年間とし、行使価額が2,800円に固定され

ている本第６回新株予約権(行使価額は修正されない)

なお、本新株予約権の行使期間は、いずれも2025年５月８日から2028年５月８日までです。

 

本新株予約権の概要は以下のとおりです。

本第５回新株予約権の行使価額は2,434円(本発行決議日前取引日の終値の100％)、本第６回新株予約権の

行使価額は2,800円(本発行決議日前取引日の終値の約115％)に固定されており、かかる水準以上に株価が

上昇した場合に当社が資金を調達する仕組みとなっております。

 

但し、本第５回新株予約権は、行使価額修正型への転換権が当社に付与されており、当社は、資金調達の

ため必要と判断する場合には、当社取締役会の決議により、上記転換権を行使し行使価額の修正を行うこ

とができます。上記転換権の行使を決議した場合には、適時適切に開示いたします。当社が「資金調達の

ため必要と判断する場合」とは、具体的には、以下の(ⅰ)(ⅱ)の場合を想定しております。

(ⅰ) 当該時点における当社株価が下限行使価額(2,000円)を超えているものの、本第５回新株予約権の行

使価額である2,434円に達していない場合において、緊急の資金需要が生じ又は生じる蓋然性が高

く、当該資金需要に対応するために行使価額の修正により本新株予約権の行使を促進する必要があ

ると当社が合理的に判断する場合

(ⅱ) 当該時点における株価が本第５回新株予約権の行使価額である2,434円を大きく上回って推移してい

る場合において、当社が行使価額の修正により株価上昇メリットを速やかに享受する必要があると

合理的に判断する場合

上記のとおり、本第５回新株予約権の行使価額は、2,434円に固定されておりますが、当社が取締役会決

議により上記転換権を行使した場合には、各修正日の前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の

終値(同日に終値がない場合には、その直前の終値)の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた

金額に修正されます。上記転換権行使後の本第５回新株予約権の下限行使価額は、2,000円となります。

このように本第５回新株予約権については、行使価額を現在の株価水準と同等に設定する一方で、行使価
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額修正型への転換権を当社が保有することで、当社株価が行使価額を下回って推移している状態であって

も、資金需要が早まった場合や機動的な投資を行う必要がある場合に緊急又は機動的な資金需要への対応

が可能な設計としております。このように資金需要が早まった場合や機動的な投資を行う必要がある場合

には、原則的には金融機関からの借入又は手元資金等による資金手当てを検討する予定ですが、併せて本

第５回新株予約権について行使価額修正型への転換権を行使することにより、比較的スピーディに資金を

調達することができることから、このような手段を予め確保しておくことは、当社グループの財務戦略上

適切であると考えております。

 

また、上記のとおり、本第５回新株予約権の行使価額は2,434円(本発行決議日前取引日の終値の100％)、

本第６回新株予約権の行使価額は2,800円(本発行決議日前取引日の終値の約115％)であり、各行使価額

は、現状の株価水準と同等又はそれよりも高い水準に設定されております。

このように本新株予約権の各行使価額を２段階に分けて設定したのは、当社の資金需要や現状の流動性等

を勘案した上で、現状の株価水準において一定程度の流通株式比率の向上を図るとともに、当社が今後３

年間において最低限維持すべき株価水準及び目標株価水準をそれぞれ2,434円・2,800円と２段階に分けて

定めることにより、当社事業の成長・拡大に伴う将来の株価上昇を見越して、今後３年間における当社の

株価上昇タイミングを捉えた段階的な調達を実現することを企図したことによるものです。

 

上記「(1) 募集の目的及び理由　ウ．当社グループの成長投資戦略及び本資金調達における資金使途」に

記載のとおり、今後、当社グループは、更なる事業拡大及び収益力の強化を図るため、①不動産開発投資

及び②Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資を積極的に推進してまいります。当社グループといたしま

しては、上記成長投資戦略を実行し、今後の事業計画を着実に達成していくことで、当社グループの業績

及び企業価値が向上し、その結果、当社株価は持続的・段階的な上昇トレンドを実現できるものと予測し

ております。

このような当社予測に鑑み、本第５回新株予約権及び本第６回新株予約権の行使価額については、単一の

行使価額とするのではなく、上記当社株価の目標水準に即した２段階の行使価額を設定することといたし

ました。

 

以上のとおり、本スキームにおいては、現状の株価水準において一定程度の流通株式比率の向上を図ると

ともに、当社事業の成長・拡大に伴って企業価値が高まり、その結果当社株価が現在よりも高い水準に達

した局面において、段階的に自己資本を増強することが可能な設計となっております。したがいまして、

本資金調達は、既存株主の皆様の株式価値の希薄化を考慮しましても、中長期的に株主価値の向上に寄与

するものと判断いたしました。

 

さらに、上記「(1) 募集の目的及び理由　エ．流動性及びＰＥＲ・ＰＢＲの向上のための取組み」に記載

のとおり、当社は、2024年２月期においてスタンダード市場の上場維持基準を達成いたしましたが、今後

も引き続き、流動性の向上による流通株式時価総額の向上を図り、スタンダード市場の上場維持基準の恒

常的・安定的達成を目指してまいります。

今般の資金調達において、本第５回新株予約権の割当予定先である三田証券株式会社は、本第５回新株予

約権の行使により取得した当社株式については、株価への悪影響を極力排除するよう株価及び出来高等の

状況に配慮しながら、比較的短期間で市場売却等する方針となっております。したがいまして、割当予定

先である三田証券株式会社が本第５回新株予約権の行使により取得した当社株式を市場売却した場合に

は、当社株式の流動性向上を期待することができます。当社の試算によれば、現時点での発行済株式総数

を基準とすると、本第５回新株予約権の行使が完了した時点においては、当社の流通株式比率は約54.4％

まで高まり、流通株式時価総額は約18.6億円となる見込みです。

他方で、本第６回新株予約権については、当社代表取締役が割当予定先であり、当社グループの中長期的

な企業価値向上に対するコミットメントを示す観点に基づく中長期保有方針であることから、本第６回新

株予約権を行使した場合も、当社株式を短期間で市場売却等することは予定しておりません。したがいま

して、本第６回新株予約権の行使そのものは、流通株式比率の向上には寄与いたしませんが、本第６回新

株予約権の行使価額は2,800円と設定されていることから、当社の試算によれば、現時点での発行済株式

総数を基準とすると、本第６回新株予約権の行使が完了した時点においては、当社の流通株式比率は約

51.1％、流通株式時価総額は約21.4億円となる見込みです。

 

なお、本第５回新株予約権及び本第６回新株予約権の行使価額2,434円・2,800円の設定につきましては、

当社内部の経営指標として定める2026年２月期以降の当期純利益・想定ＥＰＳ・ＰＥＲ・目標株価・目標

時価総額等を考慮し算出しております。

 

(3) 資金調達方法の選択理由

現在、不動産業界においては、一般的に、物件担保付きの融資については金融機関にて比較的積極的に検

討していただけるものの、キャッシュ・フローの創出に時間を要する不動産開発資金又はＭ＆Ａ資金等に

ついては、金融機関からの融資は必ずしも容易でなく、自己資本の充実度が融資の可否又は条件等に影響

を与える状況にあります。また、前記のとおり、当社グループは、今後の事業展開として、大型案件を含

めた不動産開発及びＭ＆Ａ又は戦略的提携を積極的に推進していく方針です。

当社は、資金調達に際し、このような間接金融の融資姿勢及び財務状況、今後の事業展開等を勘案し、既

存株主の利益に対する影響を抑えつつ自己資本を拡充させることを軸として、直接金融で調達できる方法
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を検討してまいりました。このため、下記「［他の資金調達方法との比較］」に記載の各項目及び他の手

段との比較を行い、また、下記「［本資金調達スキームの特徴］」に記載のメリット及びデメリットを総

合的に勘案した結果、割当予定先からの提案である第三者割当による本新株予約権による資金調達を採用

いたしました。

本資金調達スキームは、以下の特徴を有しております。

［本資金調達スキームの特徴］

＜メリット＞

①　対象株式数の固定

本新株予約権の対象株式数は、発行当初から発行要項に示される290,000株で固定されており、将

来的な市場株価の変動によって潜在株式数が変動することはありません。なお、株式分割等の一定

の事由が生じた場合には、本新株予約権の発行要項に従って調整されることがあります。

②　株価への影響の軽減及び資金調達額の減少リスクの軽減

本新株予約権は現在株価と同等又はそれよりも高い水準で行使価額が設定されており、当社株価が

当該行使価額を上回る局面において資金調達を行うことを想定していることから、当社株価が行使

価額を下回る局面においては、原則として本新株予約権の行使が行われません。

また、本第５回新株予約権について、当社が行使価額修正型への転換権を行使した場合において

も、本第５回新株予約権には下限行使価額が設定されており、修正後の行使価額が下限行使価額を

下回る価額に修正されることはありません。

したがいまして、当社株価が行使価額又は下限行使価額を下回って推移する局面においても、さら

なる株価低迷を招き得る当社普通株式の市場への供給が過剰となる事態が回避されるとともに、資

金調達額の減少リスクに歯止めが掛かる設計となっております。

③　(本第５回新株予約権)株価上昇時における資金調達額の増加の可能性

本第５回新株予約権は、行使価額が2,434円に固定されておりますが、当社取締役会決議により行

使価額修正型に転換することができるため、株価が2,434円を大きく上回って推移する局面におい

ては、上記転換権を行使することにより資金調達額が増額される可能性があります。

④　株価上昇時における行使促進効果

当社株価が各行使価額を大きく上回って推移する局面においては、割当予定先が早期にキャピタ

ル・ゲインを実現すべく速やかに行使を行う可能性があり、これにより迅速な資金調達が実現され

ます。

⑤　取得条項

本新株予約権は、(ⅰ)本第５回新株予約権については2026年５月８日以降、(ⅱ)本第６回新株予約

権については割当日以降いつでも、当社取締役会で定める取得日の15取引日前までに本新株予約権

者に書面により通知することによって、残存する新株予約権の全部又は一部を本新株予約権のそれ

ぞれの発行価額と同額で取得することができる設計となっております。これにより、将来的に当社

の資金ニーズが後退した場合や資本政策方針が変更になった場合など、本新株予約権を取得するこ

とにより、希薄化の防止や資本政策の柔軟性が確保できます。

⑥　(本第５回新株予約権)不行使期間

本第５回新株予約権が行使価額修正型の新株予約権に転換された場合、当社は、本第５回新株予約

権に係る行使期間中、割当予定先が本第５回新株予約権を行使することができない期間(以下、

「不行使期間」といいます。)を、割当予定先に対し、当該期間の初日から遡って５取引日前まで

に書面で通知することにより最大４回設定することができます。１回当たりの不行使期間は10連続

取引日以下とし、各不行使期間の間隔は少なくとも５取引日空けるものとします。但し、本第５回

新株予約権の取得事由が生じた場合には、当社は、それ以後取得日までの間、不行使期間を設定す

ることができず、かつ、当該取得事由に係る通知の時点で設定されていた不行使期間は、当該通知

がなされた時点で直ちに終了します。このように当社が不行使期間を設定することにより、本第５

回新株予約権の行使の数量及び時期を当社が一定程度コントロールすることができるため、資金需

要や市場環境等を勘案しつつ、当社の裁量で株価への影響を抑えることが可能となります。

なお、本第６回新株予約権につきましては、不行使期間の設定はありません。

⑦　譲渡制限

本新株予約権は、割当予定先に対する第三者割当の方法により発行されるものであり、かつ本買受

契約において譲渡制限が付されており、当社取締役会の承認がない限り、割当予定先から第三者へ

は譲渡されません。また、本買受契約により、当社取締役会の承認がない限り、本新株予約権の行

使により取得した当社普通株式について、発行済株式総数に対する割合にして５％を超える当社普

通株式を一度に市場外取引によって第三者に譲渡することはできません。

＜デメリット＞

①　本新株予約権の行使により希薄化が生じる可能性

本新株予約権の対象株式数は発行当初から発行要項に示される290,000株で一定であり、最大増加

株式数は固定されているものの、本新株予約権が行使された場合には、発行済株式総数が増加する

ため希薄化が生じます。

②　当初に満額の資金調達はできないこと

新株予約権の特徴として、割当予定先による行使があって初めて、行使価額に対象株式数を乗じた

金額の資金調達がなされます。本新株予約権は、各回号の行使価額を現状の株価と同等又はそれよ

りも高い水準に設定しており、原則として当社株価が当該各行使価額を超えて初めて権利行使が行

われます。そのため、本新株予約権の発行時に満額の資金調達が行われるわけではありません。し
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たがいまして、当初に満額が調達される資金調達方法と比べると、実際に資金を調達するまでに時

間が掛かる可能性があります。

③　株価低迷時に本新株予約権が行使されず資金調達が困難となる可能性

株価が行使価額を下回って推移する場合、又は、本第５回新株予約権について当社が行使価額修正

型への転換権を行使したものの株価が下限行使価額を下回る場合には、割当予定先による本新株予

約権の行使が期待できないため、資金調達が困難となる可能性があります。

④　割当予定先が当社株式を市場売却することにより当社株価が下落する可能性

割当予定先である三田証券株式会社の当社株式に対する保有方針は短期保有目的であることから、

当該割当予定先が新株予約権を行使して取得した株式を売却することを前提としており、当該割当

予定先による当社株式の売却により当社株価が下落する可能性があります。

⑤　取得請求

割当予定先が本新株予約権の行使期間の末日の１ヶ月前の時点で未行使の本新株予約権を保有して

いる場合、又は、当社の発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特別注意銘柄若しくは整

理銘柄に指定された場合若しくは上場廃止となった場合には、当該時点又は当該事由の発生時から

行使期間の満了日までの間いつでも、割当予定先は、当社に対し、当社による取得日の５取引日前

までに通知することにより、本新株予約権の発行価額と同額で残存する本新株予約権の全部又は一

部を取得することを請求することができます。当社は、かかる請求があった場合、当該本新株予約

権を発行価額と同額で取得するものとします。この場合、割当予定先は、本新株予約権の移転に係

る記録が取得日になされるように、機構関連諸規則及び振替法に従い、かかる記録のために割当予

定先が執るべき手続を行うものとします。なお、本新株予約権の発行要項に定める期日が取引日で

ない日に該当する場合は、その直後の取引日を期日とします。

⑥　(本第５回新株予約権)優先交渉権及びエクイティ性証券の発行の制限

本買受契約において、当社は、本契約締結日以降、本第５回新株予約権の１)全数が行使された

日、２)当社が取得又は買入れした日、３)行使期間の末日、又は４)本買受契約が解約された日の

いずれか先に到来する日から６か月後までの間、当社株式又は当社株式の交付を請求できる新株予

約権等を第三者に発行(当社の株式の発行に関しては自己株式の処分を含みます。)しようとする場

合には、当社は、当該第三者に対する発行に合意する前に、割当予定先である三田証券株式会社に

対して、同条件にてその予定する発行額の全部又は一部について引受け又は購入する意図があるか

どうか、又は同等以上の条件を提案する意向があるかを優先的に確認しなければならないこととさ

れております。また、当該割当予定先の事前の書面による同意がない限り、当社普通株式及びこれ

を取得する権利又は義務が付された有価証券を発行してはならないこととされているため、追加の

資金調達方法については一定の制約を受けることとなります。

但し、ア)当社、当社子会社又は関連会社の役員・従業員又は取引先に対するインセンティブ目的

での株式の発行又は新株予約権の付与、イ)株式分割又は株式無償割当てに伴う株式交付、ウ)吸収

分割、株式交換、株式交付及び合併に伴う株式交付、エ)新株予約権若しくは転換予約権の行使又

は強制転換・一斉転換による場合、オ)当社が他の事業会社との間で行う業務上の提携(既存の提携

に限らず、新規又は潜在的な提携や導出入契約(ライセンス契約)に伴う提携を含みます。)の一環

として又はこれに関連して当該他の事業会社に対してこれらの有価証券を発行する場合(本買受契

約締結日前にかかる態様での証券の発行により当社の株主となっていた者につき、本新株予約権の

行使によって持株比率の希釈化が生じることを防止する目的で証券を追加発行する場合を含みま

す。また、当該事業会社が金融会社若しくは貸金業者ではなく、また、当社に対する金融を提供す

ることを主たる目的として業務上の提携を行うものでもない場合に限られます。)等の一定の場合

を除きます。

⑦　権利不行使

本新株予約権は、割当予定先が本新株予約権の行使を行わない可能性があり、権利が行使されない

場合、資金調達額は、当社が想定した額を下回る可能性があります。

⑧　不特定多数の新投資家へのアクセスの限界

第三者割当方式という当社と割当予定先のみの契約であるため、不特定多数の新投資家から資金調

達を募るという点において限界があります。

 

［他の資金調達方法との比較］

当社が本資金調達を選択するに際して検討した他の資金調達方法は以下のとおりです。

１) 公募増資

株式の公募増資は、資金調達が当初から実現するものの、同時に１株当たり利益の希薄化を一度に引

き起こすため、株価に対する直接的な影響を与える可能性があります。また、当社の現状の時価総

額・流動性等に鑑みると、公募増資を実施することは事実上困難であると考えられることから、今回

の資金調達方法としては適切でないと判断しました。

２) 株主割当増資

株主割当増資では、既存株主持分の希薄化は払拭されますが、調達額が割当先である既存株主参加率

に左右されることから、当社の資金需要の額に応じた資金調達が困難であるため、今回の資金調達方

法としては適切でないと判断いたしました。

３) 第三者割当による新株発行

新株発行の場合は、発行と同時に資金を調達することができますが、一方で、発行と同時に株式の希

薄化が一度に起こってしまうため、既存株主の株式価値へ悪影響を及ぼす懸念があります。また、割
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当先が相当程度の議決権を保有する大株主となり、当社のコーポレートガバナンス及び株主構成に重

要な影響を及ぼす可能性があることを踏まえ、現時点では適当な割当先が存在しないと判断いたしま

した。

４) 第三者割当による新株予約権付社債の発行

新株予約権付社債の場合は、発行と同時に資金を調達でき、また株式の希薄化は一気に進行しないと

いうメリットがあるものの、社債の株式への転換が進まなかった場合、満期時に社債を償還する資金

手当てが別途必要になります。資金手当てができなかった場合デフォルトを起こし、経営に甚大な影

響を与えるリスクがあります。また、転換又は償還が行われるまで利息負担が生じることにもなるこ

とから、今回の資金調達方法としては適切でないと判断いたしました。

５) 行使価額が修正される転換社債型新株予約権付社債(MSCB)の発行

株価に連動して行使価額が修正される転換社債型新株予約権付社債(いわゆるMSCB)の発行条件及び行

使条件は多様化していますが、一般的には、転換により交付される株式数が行使価額に応じて決定さ

れるという構造上、転換の完了までに転換により交付される株式総数が確定しないため、株価に対す

る直接的な影響が大きく、今回の資金調達方法としては適切でないと判断いたしました。

６) 新株予約権無償割当による増資(ライツ・オファリング)

いわゆるライツ・オファリングには、金融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ラ

イツ・オファリングと、そのような契約を締結せず、新株予約権の行使が株主の決定に委ねられるノ

ンコミットメント型ライツ・オファリングがありますが、コミットメント型ライツ・オファリングに

ついては、引受手数料等のコストが増大することが予想され、今回の資金調達方法として適当ではな

いと判断いたしました。また、ノンコミットメント型ライツ・オファリングについては、株主割当増

資と同様に、調達額が割当先である既存株主又は市場で新株予約権を取得した者による新株予約権の

行使率に左右されることから、ライツ・オファリングにおける一般的な行使価額のディスカウント率

を前提とすると当社の資金需要の額に応じた資金調達が困難であるため、今回の資金調達手法として

は適切でないと判断いたしました。

７) 金融機関からの借入や社債による調達

低金利環境が継続する現在の状況下においては、比較的低コストで負債調達が可能であり、金融機関

からの借入や社債による資金調達は、運転資金や設備投資等の比較的リスクの低い資金の調達として

適しているというメリットがあります。もっとも、金融機関からの借入や社債による資金調達では、

利払負担や返済負担が生じるとともに、調達額全額が負債となるため当社の財務健全性が低下し、今

後の借入余地が縮小する可能性があります。したがいまして、将来の財務リスクの軽減のためには、

資本バッファーを構築した上で有利子負債の調達余力を十分に確保しておくことが必要不可欠であ

り、また、当社の中長期的成長を図ることを前提とした成長投資においては資本性調達をも組み合わ

せて調達資金を効率的に活用していくことが適切であると考えております。以上より、本新株予約権

の資金使途である①不動産開発資金及び②Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資資金を全面的に金

融機関からの借入等に依存することは適切でないと思料されることから、今回の資金調達手法として

全面的に間接金融での資金調達によることは適切でないと判断いたしました。

 

なお、上記のとおり、本新株予約権の資金使途は、①不動産開発資金及び②Ｍ＆Ａ又は戦略的提携の

ための成長投資資金であり、当社における資金需要が生じていることから、公募増資や第三者割当に

よる新株発行、金融機関からの借入等、当初に満額が調達される資金調達方法を実施することについ

ても検討いたしました。もっとも、上記において述べましたとおり、公募増資については、当社の現

状の時価総額・流動性等に鑑みると、現時点において公募増資を実施することは事実上困難である可

能性が高く、また、第三者割当による新株発行については、現時点では適当な割当先が存在せず、金

融機関からの借入等については、資金使途の全額を金融機関からの借入等に依存することは当社の財

務健全性が低下することから、今回の資金調達方法としては適切でなく、これらを採択することは困

難であります。

これらに対し、新株予約権の発行は、一般的に段階的に権利行使がなされるため、希薄化も緩やかに

進むことが想定され、既存株主の株式価値への悪影響を緩和する効果が期待できます。また、本新株

予約権は、(ⅰ)本第５回新株予約権については2026年５月８日以降、(ⅱ)本第６回新株予約権につい

ては割当日以降いつでも、本新株予約権者に当社取締役会で定める取得日の15取引日前に通知するこ

とによって残存する新株予約権の全部又は一部を本新株予約権のそれぞれの発行価額と同額で取得す

ることができることとなっており、希薄化の防止や資本政策の柔軟性を確保した設計としておりま

す。

また、当社グループは、今後の事業展開として、更なる事業拡大及び収益力の強化を図るため、①不

動産開発投資及び②Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資を積極的に推進していく方針であり、当

社といたしましては、上記成長投資戦略を実行し、今後の事業計画を着実に達成していくことで、当

社グループの業績及び企業価値が向上し、その結果、当社株価は持続的・段階的な上昇トレンドを実

現できるものと予測しております。このような当社グループにおける今後の事業展開等に鑑みます

と、本資金調達は、現状の株価水準において一定程度の流通株式比率の向上を図るとともに、当社事

業の成長・拡大に伴って企業価値が高まり、その結果当社株価が現在よりも高い水準に達した局面に

おいて、段階的に自己資本を増強することが可能な設計となっており、中長期的に株主価値の向上に

寄与するものと判断いたしました。

以上の検討の結果、割当予定先から提案を受けた本新株予約権の発行による資金調達は、上記の他の

資金調達方法よりも現実的な選択肢であり、既存株主の利益にもかなうものと判断いたしました。
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２．企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定する場合に該当する場合にあっては同項に規定する

デリバティブ取引その他の取引として予定する取引の内容

該当事項はありません。

３．本第５回新株予約権(行使価額修正条項付新株予約権付社債券等)に表示された権利の行使に関する事項につ

いて割当予定先との間で締結する予定の取り決めの内容

当社が割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に締結する本買受契約には、上記

「(注)１．(2)資金調達方法の概要」に記載した内容(行使価額修正型への転換権)及び「(注)１．(3)資金調

達方法の選択理由」に記載した内容(取得条項、不行使期間、譲渡制限、取得請求、優先交渉権及びエクイ

ティ性証券の発行の制限等)が含まれます。また、当社と割当予定先は、本第５回新株予約権について、東

京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項及び同施行規則第436条第１項から第５項までの定

め、並びに日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」第13条の定めに基づき、原

則として、単一暦月中に割当予定先が本第５回新株予約権の行使により取得される株式数が、本第５回新株

予約権の払込日時点における上場株式数の10％を超える部分に係る行使を制限するよう措置を講じる予定で

す。また、本買受契約において、割当予定先は、所定の適用除外の場合を除き、制限超過行使に該当する本

第５回新株予約権の行使を行わないことに同意し、本第５回新株予約権の行使にあたっては、あらかじめ当

社に対し、本第５回新株予約権の行使が制限超過行使(定義は後記「第３　第三者割当の場合の特記事項　

１　割当予定先の状況　(4) 株券等の保有方針」に記載のとおりです。)に該当しないかについて確認を行

うことが定められる予定です。さらに、本買受契約において、割当予定先は、本第５回新株予約権を譲渡す

る場合、あらかじめ譲渡先となる者に対して、当社との間で制限超過行使に係る義務を負うことを約束さ

せ、また譲渡先となる者がさらに第三者に譲渡する場合にも当社に対して同様の義務を承継すべき旨を約束

させることが定められる予定です。

４．当社の株券の売買について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内容

該当事項はありません。

５．当社の株券の貸借に関する事項について割当予定先と当社の特別利害関係者等との間で締結される予定の取

決めの内容

割当予定先と当社及び当社の特別利害関係者等との間において、本第５回新株予約権の行使により取得する

当社普通株式に関連して株券貸借に関する契約を締結しておらず、またその予定もありません。

６．その他投資者の保護を図るために必要な事項

該当事項はありません。

７．本第５回新株予約権の行使請求及び払込の方法

(1) 本第５回新株予約権を行使する場合、上記「新株予約権の行使期間」欄記載の本第５回新株予約権を行使

することができる期間中に、当該本第５回新株予約権者が本第５回新株予約権の振替を行うための口座の

開設を受けた振替機関又は口座管理機関を通じて、上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及

び払込取扱場所」欄記載の行使請求受付場所に対して行使請求に必要な事項を通知するものとします。

(2) 本第５回新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本第５回新株予約権の行使に際し

て出資の目的とされる金銭の全額を、上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとします。

(3) 本第５回新株予約権の行使の効力は、行使請求に必要な全部の事項が上記「新株予約権の行使請求の受付

場所、取次場所及び払込取扱場所」欄第１項「新株予約権の行使請求の受付場所」に通知され、かつ当該

本第５回新株予約権の行使に際して出資される金銭の全額が上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取

次場所及び払込取扱場所」欄第３項「新株予約権の行使請求の払込取扱場所」に定める口座に入金された

日に発生します。

８．本新株予約権証券の発行及び株式の交付方法

(1) 当社は、本第５回新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しません。

(2) 当社は、本第５回新株予約権の行使請求の効力が生じた日の２銀行営業日後の日に、当該本第５回新株予

約権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加記録を行うこ

とによって株式を交付します。

９．社債、株式等の振替に関する法律の適用等

本第５回新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について

同法の規定の適用を受ける。また、本第５回新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の

定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従います。

 

(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。
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２ 【新規発行新株予約権証券(第６回新株予約権証券)】

(1) 【募集の条件】

 

発行数 900個(新株予約権１個につき100株)

発行価額の総額 1,829,700円

発行価格 新株予約権１個につき2,033円(新株予約権の目的である株式１株当たり20.33円)

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 2025年５月７日

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
株式会社アズ企画設計
埼玉県川口市戸塚二丁目12番20号

払込期日 2025年５月７日

割当日 2025年５月７日

払込取扱場所 株式会社埼玉りそな銀行　川口支店
 

(注) １．第６回新株予約権証券(以下、「本第６回新株予約権」といいます。)の発行については、2025年４月21日に

開催された当社取締役会決議によるものであります。

２．申込み及び払込みの方法は、当社及び松本俊人氏(以下、個別に又は本第５回新株予約権の割当予定先と総

称して「割当予定先」といいます。)との間で本第６回新株予約権に係る買受契約(以下、「本買受契約」と

いいます。)を締結し、払込期日までに上記払込取扱場所へ発行価額の総額を払込むものとします。

３．本有価証券届出書の効力発生後、払込期日までに本第６回新株予約権の割当予定先との間で本買受契約を締

結しない場合は、本第６回新株予約権に係る割当は行われないこととなります。

４．本第６回新株予約権の募集は、第三者割当の方法によります。

５．本第６回新株予約権証券の振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号
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(2) 【新株予約権の内容等】

 

新株予約権の目的とな

る株式の種類

株式会社アズ企画設計　普通株式

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であ

る。なお、当社普通株式の単元株式数は、100株である。

新株予約権の目的とな

る株式の数

１．本第６回新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本第６回新株予

約権１個の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有

する当社普通株式を処分(以下、当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。)

する数は100株(以下、「割当株式数」という。)とする。本第６回新株予約権の目

的である株式の総数は、割当株式数に本第６回新株予約権の総数を乗じた数として

90,000株とする。但し、本欄第２項乃至第４項により割当株式数が調整される場合

には、本第６回新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調

整されるものとする。

２．当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合(以下、「株式分割等」と総称す

る。)を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結

果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

３．当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項の規定に従って行使価額の

調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果

生じる１株未満の端数は切り捨てるものとし、現金等による調整は行わない。な

お、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、別記「新株予約権

の行使時の払込金額」欄第３項に定める行使価額調整式における調整前行使価額及

び調整後行使価額とする。

 

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
 

 
４．調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る別記「新株予約権の行使時

の払込金額」欄第３項(2)及び(5)による行使価額の調整に関し、各号に定める調整

後行使価額を適用する日と同日とする。

５．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日ま

でに、本第６回新株予約権を有する者(以下、「本第６回新株予約権者」という。)

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式

数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、別記「新株予約

権の行使時の払込金額」欄第３項(2)⑤に定める場合その他適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使時の

払込金額

１．本第６回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本第６回新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各本第６回新株

予約権の行使に際して出資される財産の本第６回新株予約権１個当たりの価額は、

本欄第２項に定める行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

２．本第６回新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの価額(以

下、「行使価額」という。)は、2,800円とする。但し、行使価額は本欄第３項に定

める調整を受ける。

３．行使価額の調整

(1) 当社は、本第６回新株予約権の発行後、下記(2)に掲げる各事由により当社の発

行済普通株式の総数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合に

は、次に定める算式(以下、「行使価額調整式」という。)をもって行使価額を調

整する。

 

    既発行

株式数
＋

新発行・

処分株式数
×

１株当たり

払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数
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 (2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期

については、次に定めるところによる。

①　本項(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発

行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てによる

場合を含む。)(但し、当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従

業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分する場合、

新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権

付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる

権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交

換、株式交付又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最

終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。)以降、又はかかる

発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③　本項(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する

定めのある取得請求権付株式又は本項(4)②に定める時価を下回る払込金額

をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に

付されたものを含む。)を発行又は付与する場合(無償割当ての場合を含む。

但し、当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とす

るストック・オプションを発行する場合を除く。)

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約

権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用し

て算出するものとし、払込期日(新株予約権の場合は割当日)以降又は(無償

割当ての場合は)効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適

用する。

④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社

債に付されたものを含む。)の取得と引換えに本項(4)②に定める時価を下回

る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤　本項(2)①から③までの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発

生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件と

しているときには、本項(2)①乃至③にかかわらず、調整後行使価額は、当

該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準

日の翌日から当該承認があった日までに本第６回新株予約権の行使請求をし

た本第６回新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を

追加的に交付する。この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨

てるものとし、現金等による調整は行わない。

 

 
株式数

 
＝

(
調整前

行使価額
－

調整後

行使価額
) ×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

 
(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１

円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の

調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式

中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用

する。
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 (4) ①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第

２位を切り捨てるものとする。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日

(但し、本項(2)⑤の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日(終

値のない日を除く。)の東京証券取引所における当社普通株式の終値の単純

平均値とする。この場合、単純平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算

出し、小数第２位を切り捨てるものとする。

③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与

えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、

調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普

通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した

数とする。また、上記(2)⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発

行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てら

れる当社の普通株式数を含まないものとする。

(5) 上記(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当

社は、本第６回新株予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の

調整を行う。

①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換、株式交付又は合

併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生

により行使価額の調整を必要とするとき。

③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調

整後行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響

を考慮する必要があるとき。

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日まで

に、本第６回新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前

行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知す

る。但し、上記(2)⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行

うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合

の株式の発行価額の総

額

253,829,700円

(注)　新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した新株予

約権を消却した場合、また、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項に

より行使価額が調整された場合には、新株予約権の発行価額の総額に新株予約権

の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は減少する。

新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合

の株式の発行価格及び

資本組入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本第６回新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請

求に係る各第６回本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請

求に係る各本第６回新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新株予約権

の目的となる株式の数」欄記載の本第６回新株予約権の目的である株式の総数で除

した額とする。

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備

金

本第６回新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合における増加する資

本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度

額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切

り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた

額を増加する資本準備金の額とする。

新株予約権の行使期間 2025年５月８日から2028年５月８日までの期間とする(但し、当該期日が取引日でない

日に該当する場合は、その直後の取引日を期日とする)。

新株予約権の行使請求

の受付場所、取次場所

及び払込取扱場所

１．新株予約権の行使請求の受付場所

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

２．新株予約権の行使請求の取次場所

該当事項はありません。

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社埼玉りそな銀行　川口支店
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新株予約権の行使の条

件

本第６回新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の取得

の事由及び取得の条件

当社は、割当日以降いつでも、本第６回新株予約権者に対し会社法第273条及び第274条

の規定に従って15取引日前までに通知した上で、当社取締役会で定める取得日に、本第

６回新株予約権１個当たりの払込金額と同額で、本第６回新株予約権者の保有する本第

６回新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽

選その他の合理的な方法により行うものとする。本第６回新株予約権の発行要項の他の

いかなる規定にもかかわらず、当社による本第６回新株予約権者に対する本第６回新株

予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本第６回新株予約権者が得たいかなる情報

も、金融商品取引法第166条第２項に定める未公表の重要事実を構成しないよう、当社

が当該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。

新株予約権の譲渡に関

する事項

１．当社と本第６回新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する本買受契約書にお

いて、当社取締役会による承認がない限り、本第６回新株予約権を第三者に譲渡し

ない旨の制限を付すものとする。

２．割当予定先は、当社の取締役会の承認決議を経て本第６回新株予約権を他の者に譲

渡する場合には、割当予定先の本契約上の地位及びこれに基づく権利義務も共に当

該譲受人に対し譲渡するものとする。この場合、各当事者は、かかる譲渡に必要な

措置を採るものとし、かかる譲渡以後、本買受契約中の「割当予定先」は当該譲受

人の名称と読み替えられるものとする。本項に基づく割当予定先の義務は、当該譲

受人及び本第６回新株予約権のその後の全ての譲受人に承継されるものとする。

代用払込みに関する事

項

該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う

新株予約権の交付に関

する事項

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割

会社となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交

換、株式移転完全子会社となる株式移転、又は株式交付完全親会社の完全子会社となる

株式交付(以下、「組織再編成行為」と総称する。)を行う場合は、当該組織再編成行為

の効力発生日の直前において残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会

社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社、

株式移転設立完全親会社又は株式交付完全親会社(以下、「再編当事会社」と総称す

る。)は以下の条件に基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約権を交

付することができる。

①　新たに交付される新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数を基に、組織再編成行為の条件等を勘案し

て合理的に調整する。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。

②　新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

再編当事会社の同種の株式

③　新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は

切り上げる。

④　新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は

切り上げる。

⑤　新たに交付される新株予約権に係る行使期間、当該新株予約権の行使により株式を

発行する場合における増加する資本金及び資本準備金、当該新株予約権の取得事

由、組織再編成行為の場合の新株予約権の交付、新株予約権証券の発行、新たに交

付される新株予約権の行使の条件

本新株予約権の発行要項に準じて、組織再編成行為に際して決定する。
 

(注) １．本第６回新株予約権の発行により資金調達をしようとする理由

上記「１　新規発行新株予約権証券(第５回新株予約権証券)(2) 新株予約権の内容等」に対する「注１．

(1)乃至(3)」をご参照ください。

２．本第６回新株予約権の行使請求及び払込の方法

(1) 本第６回新株予約権を行使する場合、上記「新株予約権の行使期間」欄記載の本第６回新株予約権を行使

することができる期間中に、当該本第６回新株予約権者が本第６回新株予約権の振替を行うための口座の

開設を受けた振替機関又は口座管理機関を通じて、上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及

び払込取扱場所」欄記載の行使請求受付場所に対して行使請求に必要な事項を通知するものとします。
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(2) 本第６回新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本第６回新株予約権の行使に際し

て出資の目的とされる金銭の全額を、上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとします。

(3) 本第６回新株予約権の行使の効力は、行使請求に必要な全部の事項が上記「新株予約権の行使請求の受付

場所、取次場所及び払込取扱場所」欄第１項「新株予約権の行使請求の受付場所」に通知され、かつ当該

本第６回新株予約権の行使に際して出資される金銭の全額が上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取

次場所及び払込取扱場所」欄第３項「新株予約権の行使請求の払込取扱場所」に定める口座に入金された

日に発生します。

３．本新株予約権証券の発行及び株式の交付方法

(1) 当社は、本第６回新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しません。

(2) 当社は、本第６回新株予約権の行使請求の効力が生じた日の２銀行営業日後の日に、当該本第６回新株予

約権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加記録を行うこ

とによって株式を交付します。

４．社債、株式等の振替に関する法律の適用等

本第６回新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について

同法の規定の適用を受ける。また、本第６回新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の

定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従います。

 

(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。

 
３ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

745,729,700 17,182,054 728,547,646
 

(注) １．払込金額の総額は、本第５回新株予約権及び本第６回新株予約権の発行価額の総額(6,929,700円)に、本新

株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額(738,800,000円)を合算した金額であります。

 

 発行価額の総額
行使に際して払い込むべき金額の

合計額

本第５回新株予約権 5,100,000円 486,800,000円

本第６回新株予約権 1,829,700円 252,000,000円

合計 6,929,700円 738,800,000円
 

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．発行諸費用の概算額の内訳は、ストームハーバー証券株式会社への財務アドバイザリーフィー(12,170千

円)、新株予約権公正価値算定費用(1,250千円)、登録免許税(2,700千円)、有価証券届出書作成費用(1,062

千円)です。

４．払込金額の総額は、全ての本新株予約権が行使価額で行使された場合の金額であり、行使価額が修正又は調

整された場合には、本新株予約権の払込金額の総額及び差引手取概算額は増加又は減少する可能性がありま

す。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合又は当社が本新株予約権を取得し、又は買い

取った場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は減少する可能性があります。
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(2) 【手取金の使途】

具体的な使途及び支出予定時期につきましては、以下のとおりです。

 

具体的な使途 金額(百万円) 支出予定時期

Ⅰ　本第５回新株予約権
①　不動産開発資金
②　Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資資金

 
428
48

 
2025年５月から2028年５月
2025年５月から2028年５月

Ⅱ　本第６回新株予約権
②　Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資資金

252 2025年５月から2028年５月

合計 728  
 

(注) １．上記の金額は本新株予約権が全て行使価額で行使された場合の調達金額を基礎とした金額です。そのため、

行使価額が修正又は調整された場合には、増加又は減少する可能性があります。また、本新株予約権の行使

期間中に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、減少する可能性があ

ります。

２．当社は本新株予約権の払込みにより調達した資金を上記の資金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預

金等にて安定的な資金管理を図る予定であります。

 

①　不動産開発資金　428百万円

当社グループといたしましては、今後更なる事業拡大及び収益力強化を図り、持続的な成長を実現していくため

には、物件の付加価値を生み出す開発力を高め、利益成長に向けた大型案件への事業投資を積極的に推進・強化し

ていくことが必要不可欠であると考えております。

不動産販売事業におきましては、中期経営計画に掲げる「３)販売事業の規模拡大に向けた取組み」の１つとし

て、商品・販売網を多様化させる目的で、これまで当社グループが取組んできた既存事業とは異なる、当社グルー

プにとって新しいスキームの事業(不動産開発事業、プレミアムマンション事業、不動産特定共同事業等)を展開し

ております。当社グループは、そのような商品種別の多様化を目的とした新規事業の１つとして、2021年10月より

不動産開発事業を開始しており、開発用地を当社で購入して建物を建設し、リーシング(賃貸募集)等を行い収益不

動産とし、販売を行っております。

このような不動産開発事業におきましては、当社グループのこれまでの経験を活用し、リーシングに強みを有す

ると考えられる当社グループが物件を企画することで、賃貸需要の高い収益不動産を建築することができ、当社グ

ループとしても、半年後、１年後の売上及び高いリターンを見込むことができます。

 

不動産開発案件の進捗状況につきましては、2021年10月から2024年２月期までに、世田谷区用賀プロジェクト、

板橋区大和町プロジェクト、板橋区本町プロジェクトの３案件が竣工し、販売も完了しております。また、2024年

３月には台東区東上野プロジェクトが、2024年11月には練馬区豊玉プロジェクトが、共に防音マンションとして竣

工し、2025年２月期において販売も完了しております。現在は、渋谷区西原プロジェクトに新たに取組んでおりま

す。

当社グループの不動産開発事業は、順調に進捗しており、今後も引き続き、全社を挙げて積極的に取組んでいく

方針です。

 

不動産開発事業においては、開発から販売までに相応の時間を要するとともに、開発用地の取得及び建築費とし

て１案件につき合計で数億円から数十億円の資金が必要となることから、プロジェクトを確実に遂行していくため

には、金融機関からの借入を利用するとともに十分な自己資金を確保しておく必要があります。

 

本新株予約権による調達資金の支出予定時期は2025年５月から2028年５月を予定しておりますところ、当該期間

において、１案件当たりの投資金額約10～20億円、３～６件程度の不動産開発を実施する計画です。

開発エリアにつきましては、主に東京を中心とした関東エリアをターゲットとして投資検討を行ってまいりま

す。また、現在、渋谷区西原プロジェクトに新たに取組んでおり、開発計画は順調に進捗しております。不動産開

発案件に関する進捗状況につきましては、従前どおり、今後プレスリリース等にて随時開示させていただく予定で

す。

当社グループにおいては、日常的に多数の案件情報を入手するよう努めており、今後、当社グループの中長期的

成長にとって有益な案件が出てきた場合には、その投資機会を逸することのないよう、かつ相手方との交渉を有利

に進める観点からも、十分な自己資金を確保しておくことが必要であると考えております。

したがいまして、当社グループは、今後も不動産開発事業における投資機会を数多く想定しており、かかる資金
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需要に機動的に対応するためには、前回の第三者割当に引き続き多様な資金調達手段を確保し、更なる財務基盤の

強化を図る必要があることから、今般の資金調達を実行し、本新株予約権による調達資金のうち428百万円を不動産

開発資金として充当する予定です。

不動産開発において必要となる資金の大部分については、原則として金融機関からの借入又は手元資金等を充当

する予定であり、その一部の資金として本新株予約権による調達資金を充当する予定です。当該資金使途につき資

金が不足する場合には、追加で金融機関からの借入又は手元資金等による充当を検討する予定です。

 

②　Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資資金　300百万円

当社グループといたしましては、今後更なる事業拡大及び収益力強化を図り、持続的な成長を実現していくため

には、当社グループの事業の柱となり得る新たな収益機会の獲得に向けた積極的なＭ＆Ａ又は戦略的提携の推進が

必要不可欠であると考えております(なお、戦略的提携につきましては、新たな市場・地域への参入や新たな商品・

サービスの開発等を目的として、中長期的なパートナーシップを前提とした資本の移動を伴う業務協力関係を構築

することを目指すものであり、主に資本業務提携、マイノリティ出資、ジョイントベンチャー設立等を想定してお

ります。)。

当社グループは、中期経営計画に掲げる「２)社外との連携に向けた取組み」として、今後特に注力するターゲッ

ト分野(10分野：①ＤＸ効率化(流通・再生)、②仕入、③バリューアップ(商品化)、④販売、⑤資金調達(コミット

メントライン契約・当座貸越契約、クラウドファンディング)、⑥ＤＸ効率化(賃貸管理)、⑦ＡＭ(アセットマネジ

メント)、⑧ＢＭ(ビルマネジメント)、⑨オーナー管理、⑩ＰＭ(プロパティマネジメント))を設定し、Ｍ＆Ａや他

社との戦略的提携等に関する検討を随時進めております。

当社は、レジデンスに関するバリューアップ(商品化)分野における他社との連携事例として、2024年２月に、民

泊事業における連携強化を図るため、matsuri technologies株式会社への出資及び業務提携を行っております(2024

年２月16日付プレスリリース)。本出資及び業務提携に進捗につきましては、2024年４月１日付プレスリリースに記

載のとおり、共同案件として２案件目となる民泊施設について、当社保有物件にて2024年３月31日より運営を開始

しております。当該案件につきましては、当社が購入した全空(賃貸物件の全ての部屋に入居者がいない状態のこと

を指します。)の不動産について、matsuri technologies株式会社が借上げ、民泊として運営することでバリュー

アップを施しております。また、当該案件につきましては、2025年２月期中に販売も完了しております。その他に

も、本出資及び業務提携後、複数の案件において、当社が物件を購入する際のバリューアップ方法として、matsuri

technologies株式会社と綿密に連携を取りつつ、物件購入の検討を進めております。

 

今後、当社グループは、迅速な市場シェアの拡大や飛躍的な事業成長・収益性の向上等の非連続的な成長に向け

て、更にＭ＆Ａや他社との戦略的提携を活用し、ＤＸ事業等の成長分野への新規参入や他社との連携等による当社

グループの事業の柱となり得る新たな収益獲得の機会を目指し、中長期的な企業価値向上への取組みを推進してい

く方針です。

 

当社グループにおける具体的なＭ＆Ａ戦略といたしましては、当社事業との親和性が高く事業シナジーが見込ま

れ、当社の中長期的成長に資する企業のＭ＆Ａ又は戦略的提携について積極的に検討を進める方針です。

具体的なターゲット企業といたしましては、当社の成長戦略の１つである「販売事業の規模拡大」に資する業種

として、当社がターゲット分野とする10分野を中心に、㋐物件の付加価値向上・バリューアップ等に関するノウハ

ウ又は優秀な人材を有する企業、㋑後継者不足など事業承継の課題を抱えている企業、㋒特定のマーケットにおい

て高いシェアを有する地方の中堅企業、㋓独自の商品・サービスを有し、かつ参入障壁の高い市場で優位性を持つ

企業等を主な対象として、積極的に検討を進めてまいります。

また、対象業種につきましては、ⓐ当社グループのコア事業である不動産販売事業・不動産賃貸事業・不動産管

理事業の拡大・拡充を目的とした同業種への投資検討を進めるほか、ⓑグループとしての事業エリア及び事業ポー

トフォリオの拡大を目的とした、ビル仲介・買取再販や、デベロッパー、ストック収益を見込めるビル管理会社等

の不動産関連業種、ⓒ他業種であってもＤＸ事業等の成長分野への新規参入や新たな収益機会としての新規事業の

創出・展開に資する企業等について、幅広く投資検討を進めてまいります。

また、対象エリアにつきましては、事業エリアの拡大を図るため、全国エリアを対象として投資検討を行ってま

いります。

 

本新株予約権による調達資金の支出予定時期は2025年５月から2028年５月を予定しておりますところ、当該期間

において、１案件当たりの投資金額約３～15億円、１～２件程度のＭ＆Ａ又は戦略的提携を実施する計画です。
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当社グループにおいては、日常的に多数の案件情報を入手するよう努めており、今後、当社グループの中長期的

成長にとって有益な案件が出てきた場合には、その投資機会を逸することのないよう、かつ相手方との交渉を有利

に進める観点からも、十分な自己資金を確保しておくことが必要であると考えております。

実際に、当社グループでは、複数の案件につき検討又は交渉を順次進めており、前回の第４回新株予約権による

調達金額の未充当額106百万円を超える数億円～数十億円規模の案件も含まれております。仮にそのような案件が成

約・実行に至った場合には、特定のタイミングに多額のキャッシュが必要となりますが、現在の世界情勢の混乱や

金融市場の不透明感等に鑑みますと、将来当社が必要とする時機において今回発行を予定しているような新株予約

権等による資本調達をできるか否かは予測困難であり、仮にそのような調達が困難となる場合は、当社が計画する

成長投資が実行できない可能性があります。

以上のような理由から、当社グループの成長機会を逃すことなく機動的に投資を実行していくためには、前回の

第三者割当による調達資金に加え、今般、本新株予約権を発行することにより、前もって成長投資のための資金を

確保する準備を進めることが、当社の中長期的成長を確実に実現するという観点から適切であるものと判断いたし

ました。

したがいまして、当社グループは、今後もＭ＆Ａ又は戦略的提携に関する投資機会を数多く想定しており、かか

る資金需要に機動的に対応するためには、前回の第三者割当に引き続き多様な資金調達手段を確保し、更なる財務

基盤の強化を図る必要があることから、今般の資金調達を実行し、本新株予約権による調達資金のうち300百万円を

Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資資金として充当する予定です。なお、本資金使途には、Ｍ＆Ａ又は戦略的

提携に関する候補先の調査・デューデリジェンス費用、財務アドバイザリー費用等の関連費用も含みます(Ｍ＆Ａ又

は戦略的提携に関する候補先の調査・デューデリジェンス費用、財務アドバイザリー費用等の関連費用につきまし

ては、現時点での概算として約15百万円を充当する予定ですが、案件によって費用発生の有無及び金額等が異なる

ため、具体的な案件の進捗状況に応じて実際に発生した金額を充当いたします。)。

Ｍ＆Ａ又は戦略的提携において必要となる資金の大部分については、原則として金融機関からの借入又は手元資

金等を充当する予定であり、その一部の資金として本新株予約権による調達資金を充当する予定です。当該資金使

途につき資金が不足する場合には、追加で金融機関からの借入又は手元資金等による充当を検討する予定です。な

お、仮に支出予定期間内に具体的な案件について、①不動産開発投資及び②Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投

資の実行に至らなかった場合においても、引き続き上記成長投資の検討を継続する予定であり、現時点では資金使

途の変更は予定しておりません。但し、将来において、不動産開発事業又はＭ＆Ａ又は戦略的提携に関する当社方

針や各資金使途に変更が生じた場合等には、本資金調達により調達した資金については、代替使途として、収益不

動産取得資金、リノベーション資金、人的資本投資資金又は新規事業資金等に充当する可能性があります。資金使

途の変更を行う場合には法令等に従い適時適切に開示いたします。また、Ｍ＆Ａ又は戦略的提携案件を決定した場

合等についても、法令等に従い適時適切に開示いたします。

 

また、本新株予約権の行使による払込みの有無と権利行使の時期は新株予約権者の判断に依存し、また株価が行

使価額を下回る状況等では権利行使がされず、本新株予約権の行使価額は調整される可能性があるため、現時点に

おいて調達できる資金の額及び時期は確定したものではなく、現時点において想定している調達資金の額及び支出

予定時期に差異が発生する可能性があります。また、本新株予約権が行使されずに調達資金が不足した場合におい

ても、原則として、上記①不動産開発投資及び②Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資を実施していく方針に変

更はなく、当該資金使途につき資金が不足する分に関しては、原則として金融機関からの借入又は手元資金等を充

当する予定であり、状況に応じて、調達コストを勘案しつつ新たな増資等も含めた追加の資金調達方法を検討する

ことにより不足分を補完する予定です。
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なお、前回の資金調達に関する調達金額及び充当状況につきましては、以下のとおりです。

(2023年３月８日付公表に係る第三者割当による第３回新株予約権及び第４回新株予約権(行使価額修正型新株予

約権転換権付)の発行)

 

割当日 2023年３月24日

発行新株予約権数
2,350個
　第３回新株予約権　1,575個
　第４回新株予約権　　775個

発行価額
総額3,909,450円
　第３回新株予約権１個当たり1,657円
　第４回新株予約権１個当たり1,677円

発行時における
調達予定資金の額
(差引手取概算額)

401,709千円(差引手取概算額387,645千円)

割当先 三田証券株式会社

募集時における
発行済株式数

957,500株

当該募集による
潜在株式数

235,000株

現時点における
行使状況

行使済株式数235,000株(残新株予約権数：０個)

現時点における
調達した資金の額
(差引手取概算額)

401,709千円(差引手取概算額387,645千円)

発行時における
資金使途及び
支出予定時期

①　当社新規事業である不動産開発事業及びプレミアムマンション事業用資金
251百万円：2023年３月～2026年３月

②　Ｍ＆Ａ又は戦略的提携関連資金
136百万円：2023年３月～2026年３月

現時点における
充当状況

①　当社新規事業である不動産開発事業及びプレミアムマンション事業用資金251
百万円(不動産開発事業用資金として171百万円、プレミアムマンション事業用
資金として80百万円)、②Ｍ＆Ａ又は戦略的提携関連資金30百万円は充当済で
す(なお、現在、当社グループでは、複数のＭ＆Ａ又は戦略的提携案件につき
検討又は交渉を順次進めており、未充当のＭ＆Ａ又は戦略的提携関連資金106
百万円につきましては、当該第４回新株予約権の支出予定時期である2026年３
月までを目標として、案件が成立又は確定し次第、Ｍ＆Ａ又は戦略的提携関連
資金として充当予定です。)。

 

 

第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

(1) 割当予定先

①　三田証券株式会社

a. 割当予定先の概要

 

名称 三田証券株式会社

本店の所在地 東京都中央区日本橋兜町３番11号

代表者の役職及び氏名 代表取締役社長　門倉　健仁

資本金 500,000,000円

事業の内容
金融商品取引業、貸金業、金銭債権の売買業務、生命保険の募集に関する業
務、不動産の賃貸業務、宅地建物取引業

主たる出資者及びその出資比率
MITA FAMILY OFFICE PTE. LTD.　62.16％
M&Y STARS GLOBAL PTE. LTD.　34.20％

 

 

b. 提出者と割当予定先との間の関係

 

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係
当社会社は、当社が2023年３月24日に発行した第三者割当による当社第３回
新株予約権及び第４回新株予約権について、割当先としての引受実績があり
ます。

 

 

②　松本　俊人

a. 割当予定先の概要

 

氏名 松本　俊人

住所 埼玉県川口市

職業の内容

主な勤務先の名
称及び役職

株式会社アズ企画設計　代表取締役社長

所在地 埼玉県川口市戸塚二丁目12番20号

事業の内容 不動産業
 

 

b. 提出者と割当予定先との間の関係

 

出資関係
当社普通株式638,000株を保有しております(松本氏の保有株式数は、同氏の
資産管理会社である株式会社ヒトプランが保有する株式数を含んでおりま
す。)。

人事関係 当社代表取締役を務めております。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は本有価証券届出書提出日現在におけるもので

す。
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(2) 割当予定先の選定理由

　ａ．財務アドバイザーを選定した理由

当社は、持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、将来の成長投資と株主還元の両立並びに財務基盤

の強化を重要な経営課題とし、中期経営計画に掲げる成長戦略を実現するための取組みを進めており、間接金融か

らの調達のみならず、直接金融からの調達も含め、多様な資金調達方法を模索してまいりました。

当社は、2022年４月中旬頃、ストームハーバー証券株式会社(所在地：東京都港区赤坂一丁目12番32号、代表取締

役社長：渡邉佳史。以下、「ストームハーバー証券」といいます。)にコンタクトを取り、ストームハーバー証券よ

り、東証の市場再編や資金調達等に関する情報提供及び助言をいただく中で、資金調達スキームの提案を受けまし

た。

ストームハーバー証券は、2009年に設立されたグローバルな金融市場に精通した独立系投資銀行(独立した経営形

態において法人顧客向けに資金調達やＭ＆Ａのアドバイザリー等に関する金融サービスを提供する金融機関を指し

ます。)であり、国内又は海外の機関投資家引受によるエクイティファイナンスやＭ＆Ａ・資本業務提携等、顧客企

業の財務戦略・資本政策に関するアドバイザリー業務を幅広く展開しております。ストームハーバー証券は、顧客

企業の財務アドバイザーとして、資金調達スキームを立案・構築した上で、そのグローバルなネットワークを活用

して複数の国内又は海外の機関投資家の中から顧客企業の資金調達戦略に適すると考えられる割当先を選定し、本

資金調達を含む財務戦略・資本政策全般に関する助言等を行う役割・機能を担っております。

当社は、資金調達について検討を進めるにあたり、ストームハーバー証券からは、上記のとおり、割当先の紹介

のみならず、資金調達の実務面のプロセス等を含めて多岐にわたり助言・支援をいただけること、ストームハー

バー証券が国内上場企業のエクイティファイナンス等に関する財務アドバイザーとして多数の実績を有すること、

資金調達以外の面においても当社の財務戦略及び資本政策全般に関して継続的に助言・支援をいただけることか

ら、ストームハーバー証券を財務アドバイザーとして起用することとし、2022年11月下旬頃、ストームハーバー証

券株式会社より、新株予約権の第三者割当(2023年３月８日付公表に係る第３回新株予約権及び第４回新株予約権の

発行)の割当先として三田証券株式会社の紹介を受け、当該第三者割当を実行いたしました。ストームハーバー証券

は、資金調達において、顧客企業の財務アドバイザーとして、複数の国内又は海外の機関投資家の中から顧客企業

の資金調達戦略に適すると考えられる割当先を選定する役割・機能を担っているところ、三田証券株式会社は、そ

のような割当先候補としての機関投資家の１つであり、ストームハーバー証券が財務アドバイザーを務める複数の

エクイティファイナンス案件において割当先を務めた実績があります。

当社は、その後も、ストームハーバー証券より、継続的に当社の資本政策やＭ＆Ａ等に関する情報提供及び助言

をいただいており、今般も上場維持基準の恒常的・安定的達成や資本効率改善、Ｍ＆Ａ等に関し、幅広く情報提供

及び助言をいただいておりました。そのような中で、当社は、上場維持基準の恒常的・安定的達成や資本効率改

善、Ｍ＆Ａ等を目的として、改めて資金調達を検討する必要があったことから、ストームハーバー証券に対し、資

本政策の相談を行いました。また、今般の資金調達においては、当社代表取締役である松本氏が今後も引き続き当

社代表取締役として当社経営を遂行し、当社グループの中長期的な企業価値向上に対するコミットメントを示す観

点から、当社代表取締役松本氏が本第三者割当における割当予定先の１つとなることを当社及び当社代表取締役松

本氏双方が希望していたことから、当社は、ストームハーバー証券に対し、上記のような当社の各ニーズを伝えて

相談を行ったところ、2024年２月中旬頃、ストームハーバー証券より資金調達スキームの提案を受け、検討を進め

ておりました。

なお、上記のとおり、ストームハーバー証券は、当社による第３回新株予約権及び第４回新株予約権の発行(2023

年３月８日付公表)において、当社の財務アドバイザーを務めております。

また、当社は、2023年５月17日付「ストームハーバー証券株式会社との業務協力に関する覚書締結のお知らせ」

に記載のとおり、当社の不動産プロジェクトやＭ＆Ａ戦略に関して協業することを目的として、ストームハーバー

証券との間で業務協力の覚書を締結しております。かかる業務協力に基づき、新たな不動産取得・投資スキームや

大型案件の開発、当社のみでは現時点では取組困難な不動産案件・Ｍ＆Ａ案件等についても積極的に検討するとと

もに、国内又は海外の機関投資家・ファンド・協業パートナーの紹介や、当社の財務戦略・資本政策全般に関する

アドバイス等を提供していただきながら、当社グループの更なる企業価値向上を図ってまいります。

このように、ストームハーバー証券からは、当社の財務アドバイザーとして、上記業務協力に基づき不動産プロ

ジェクトやＭ＆Ａ等に関する具体的案件についても継続的に助言・支援をいただいていること、前回の第三者割当

と同様に、本資金調達における割当先の紹介のみならず、本資金調達の実務面のプロセス等を含めて多岐にわたり

助言・支援をいただけること、ストームハーバー証券が国内上場企業のエクイティファイナンス等に関する財務ア

ドバイザーとして多数の実績を有すること、引き続き本資金調達以外の面においても当社の財務戦略及び資本政策
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全般に関して継続的に助言・支援をいただく必要があること等から、2025年３月上旬頃、今般の資金調達において

も、ストームハーバー証券を本資金調達に関する財務アドバイザーとして起用いたしました。

　ｂ．三田証券株式会社を割当予定先として選定した理由

その後、当社は、2025年３月中旬頃、ストームハーバー証券を通じて、前回の第三者割当の際の割当先であった

三田証券株式会社より、第三者割当による本第５回新株予約権発行の提案を受けました。

当社は、上記と並行して、複数の金融機関等からも資金調達方法の提案を受け、複数の選択肢について検討を

行っており、当社にとって最適な資金調達方法を検討するため、ストームハーバー証券に対し、他の金融機関等か

ら提案を受けた資金調達方法についても相談を行っておりましたところ、ストームハーバー証券より、各資金調達

方法の特徴等について説明を受けるとともに、本第三者割当に関する発行条件や前回の行使実績等に鑑みると、今

回の第三者割当においても、前回の第三者割当と同様に、三田証券株式会社を割当予定先とすることが適切である

旨の助言をいただきました。

以上の経緯に基づき、当社は、今般実施する資金調達方法について具体的に検討を進めました。当社は、現状株

価と同等又はそれよりも高い株価水準において今後の不動産開発及びＭ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投資資金

を調達するニーズを有していたところ、ストームハーバー証券及び三田証券株式会社から提案を受けた資金調達ス

キームは、当社株価が現状株価と同等又はそれよりも高い水準(2,434円・2,800円)に達した局面において段階的に

自己資本を増強することが可能であるとともに、当社株式の流動性向上によりスタンダード市場の上場維持基準の

恒常的・安定的達成を図ることができる資金調達スキームであること、かつ、当社代表取締役を割当予定先の１つ

とすることにより当社グループの中長期的な企業価値向上に対するコミットメントを示すことが可能な資金調達ス

キームであったことから、当社グループの今後の成長戦略に資する資金調達方法であると判断いたしました。ま

た、三田証券株式会社のこれまでの国内での活動及び実績や保有方針、前回の第三者割当における行使実績等にも

鑑み、三田証券株式会社を割当予定先とすることが適切であると判断いたしました。

　ｃ．当社代表取締役松本氏を割当予定先として選定した理由

加えて、本第６回新株予約権については、当社代表取締役松本氏を割当予定先とし、支配株主との取引等に該当

することから、本第６回新株予約権の発行条件及び内容について、ストームハーバー証券の助言に基づき、当社取

締役会において協議・検討を重ねました。上記のとおり本第６回新株予約権の発行の目的が当社代表取締役松本氏

による当社グループの中長期的な企業価値向上に対するコミットメントを示す点にあること、本第６回新株予約権

の発行内容及び条件が一般的な新株予約権発行の内容及び条件から逸脱するものではないこと、本第６回新株予約

権の発行は社内で定められた規則及び手続きに従ってなされるものであること、本第６回新株予約権の発行価額は

第三者算定機関が算定した公正価値を参照した上で当該算定結果である評価額と同額で決定されるものであること

等に鑑みると、本第６回新株予約権の発行は当社の少数株主にとって不利益なものではなく、また、当社代表取締

役松本氏が一定の資本を投入することにより当社の資金調達において一定の役割を果たすことは、代表取締役とし

て企業経営の責任を果たす観点からも適切であるものと判断し、当社代表取締役松本氏を割当予定先とすることは

適切であると判断いたしました。

　ｄ．総括

以上より、当社は、ストームハーバー証券及び三田証券株式会社から提案を受けた資金調達スキームが当社の資

金調達ニーズを満たすものであったこと、三田証券株式会社のこれまでの国内での活動及び実績や保有方針、前回

の第三者割当における行使実績等のほか、本新株予約権を発行する目的や、発行条件・内容、履践される手続きの

適正性等を総合的に勘案し、その結果、三田証券株式会社及び当社代表取締役松本氏を本新株予約権の第三者割当

の割当予定先とすることが適切であると判断いたしました。

 

(注)　本第５回新株予約権の発行は、日本証券業協会会員である割当予定先(三田証券株式会社)による買受けを予

定するものであり、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」の適用を受けて募

集が行われるものです。

 

(3) 割り当てようとする株式の数

本新株予約権の目的である株式の総数は、本第５回新株予約権200,000株及び本第６回新株予約権90,000株であ

り、本新株予約権を合計した場合の総数は290,000株であります。

 

(4) 株券等の保有方針

ａ．三田証券株式会社(本第５回新株予約権)

当社と割当予定先である三田証券株式会社の担当者との協議において、割当予定先が第三者割当で取得する本
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第５回新株予約権の行使により取得する当社株式について、適宜判断の上、比較的短期間で売却を目標とするも

のの、運用に際しては市場への影響を常に留意する方針であることを口頭にて確認しております。

なお、本第５回新株予約権について、当社と割当予定先との間で、本有価証券届出書の効力発生後、本買受契

約を締結する予定です。

また、本買受契約において、当社と割当予定先は、本第５回新株予約権について、当社取締役会の決議により

本第５回新株予約権が行使価額修正型に転換された場合、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１

項及び同規程施行規則第436条第１項乃至第５項、並びに日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに

関する規則」第13条の定めに基づき、原則として、単一暦月中に割当予定先が本第５回新株予約権を行使するこ

とにより取得される株式数が、本第５回新株予約権の払込日時点における上場株式数の10％を超える部分に係る

行使(以下、「制限超過行使」といいます。)を制限するよう措置を講じる予定です(当社といたしましては、以下

①～⑥の内容を割当予定先との間の本買受契約で定めるほか、当社が割当予定先による制限超過行使を行わせな

い義務を負っていること及び割当予定先による制限超過行使が行われないよう当社が主体的に管理すべき立場に

あることを十分に認識・理解した上で、社内での周知徹底を行い、担当者を設定して随時モニタリングを行うな

どの方法により、本第５回新株予約権の行使状況を適切に管理いたします。)。

具体的には、以下①～⑥の内容を本買受契約で定める予定です。

①　割当予定先は、本第５回新株予約権を行使しようとする日を含む暦月において、本第５回新株予約権の行使

によって取得することとなる当社普通株式の数(以下、「行使数量」といいます。)が、本第５回新株予約権

の発行の払込期日時点における上場株式数の10％を超えることとなる場合には、制限超過行使を行うことが

できないものとし、また、当社は、割当予定先による制限超過行使を行わせないものとします。

なお、行使数量について、次の各号に該当する場合は当該各号に定めるところにより計算します。

(ⅰ) 本第５回新株予約権を複数の者が保有している場合は、当該複数の者による本新株予約権の行使数量を合

算します。

(ⅱ) 本第５回新株予約権以外に当社が発行する別のMSCB等(日本証券業協会の第三者割当増資等の取扱いに関

する規則の定義によるものとします。)で新株予約権等を転換又は行使することができる期間が重複する

もの(以下、「別回号MSCB等」といいます。)がある場合は、本第５回新株予約権と当該別回号MSCB等の新

株予約権等の行使数量を合算します。

また、上場株式数について、次の各号に該当する場合は当該各号に定めるところにより取り扱うものとしま

す。

(ⅰ) 本第５回新株予約権の発行の払込期日後において株式の分割、併合又は無償割当てが行われた場合は、当

社の発行済普通株式総数に公正かつ合理的な調整を行います。

(ⅱ) 当社が本第５回新株予約権を発行する際に別回号MSCB等がある場合は、当該別回号MSCB等に係る上記に基

づく当社の発行済普通株式総数の数とします。

②　割当予定先は、制限超過行使を行わないことに同意し、本第５回新株予約権行使にあたっては、あらかじ

め、当社に対し、本第５回新株予約権の行使が制限超過行使に該当しないかについて確認を行うものとしま

す。

③　割当予定先は、本第５回新株予約権を転売する場合には、あらかじめ、転売先となる者に対して、当社との

間で上記①及び②の内容及び転売先となる者が更に第三者に転売する場合にも上記①及び②の内容を約させ

るものとします。

④　当社は、上記③の転売先となる者との間で、上記①及び②の内容及び転売先となる者が更に第三者に転売す

る場合にも上記①及び②の内容を約するものとします。

⑤　割当予定先は、次の各号に掲げる期間又は場合において制限超過行使を行うことができるものとします。

(ⅰ) 当社普通株式が上場廃止となる合併、株式交換及び株式移転等(以下、本項において「合併等」といいま

す。)が行われることが公表された時から、当該合併等がなされた時又は当該合併等がなされないことが

公表された時までの間

(ⅱ) 当社に対して公開買付けの公告がなされた時から、当該公開買付けが終了した時又は中止されることが公

表された時までの間

(ⅲ) 取引所金融商品市場において当社普通株式が監理銘柄又は整理銘柄に割り当てられた時から当該割当てが

解除されるまでの間

(ⅳ) 本第５回新株予約権の行使価額が発行決議日の取引所金融商品市場の売買立会における当社普通株式の終

値以上の場合

(ⅴ) 本第５回新株予約権の行使可能期間の最終２ヶ月間
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⑥　割当予定先は、制限超過行使に該当することを知りながら、本第５回新株予約権の行使を行ってはならない

ものとします。

なお、本第５回新株予約権については、当社取締役会決議により行使価額修正型新株予約権への転換権が行

使された場合に、上記制限超過行使に関する①～⑥が適用されます。

ｂ．当社代表取締役松本氏(本第６回新株予約権)

当社は、当社代表取締役である松本氏より、今後も引き続き当社代表取締役として当社経営を遂行し、当社グ

ループの中長期的な企業価値向上にコミットしていく観点から、本第６回新株予約権の行使により取得する当社

株式については中長期的に保有する方針であることを口頭で確認しており、その旨を本買受契約で定める予定で

す。

なお、本第６回新株予約権について、当社と割当予定先との間で、本有価証券届出書の効力発生後、本買受契

約を締結する予定です。

また、本第６回新株予約権は、行使価額が修正されない固定行使価額型の新株予約権であり、上記制限超過行

使に係る定めはありません。

 

(5) 払込みに要する資金等の状況

当社は、割当予定先である三田証券株式会社について、金融商品取引法第46条の４に基づき公表する2024年３月

期「業務及び財産の状況に関する説明書」により、当該割当予定先が当該事業年度の末日において現金及び預金

2,279,208千円を保有していることを確認するとともに、同日以降現在までの間に当該割当予定先の保有財産に重大

な変更がないことを当該割当予定先へのヒアリングにより確認し、本第５回新株予約権の払込みに要する資金(約５

百万円)及び本第５回新株予約権の行使に要する資金(約486百万円)の財産の存在について確実なものと判断いたし

ました。

また、当社は、割当予定先である当社代表取締役松本氏について、当社代表取締役松本氏の資産管理会社に係る

2025年３月31日付証券口座残高証明書の写しを受領し、当社代表取締役松本氏と実質的に同一主体である当該資産

管理会社が本第６回新株予約権の払込みに要する資金(約１百万円)及び本第６回新株予約権の一部の行使に要する

資金に相当する資産を保有していることを確認いたしました。残りの本第６回新株予約権を行使するために必要な

資金につきましては、同氏より、金融機関からの借入を利用する予定であり、上記資産残高と併せて本第６回新株

予約権の全部の行使に要する資金を確保できる見込みである旨を口頭で確認しております。

以上より、各割当予定先について、本新株予約権の発行に係る払込み及び本新株予約権の行使に要する資金の確

保状況について問題はないものと判断しております。

 

(6) 割当予定先の実態

割当予定先である三田証券株式会社は、第一種金融商品取引業(関東財務局長(金商)第175号)の登録を受けてお

り、東京証券取引所その他の金融商品取引所の取引参加者であり、また、日本証券業協会をはじめとする日本国内

の協会等に加入しております。当該割当予定先は、「反社会的勢力に対する基本方針」を策定し、反社会的勢力と

の関係を遮断すること等を定め、役職員に周知徹底するとともに、これをホームページに掲載し公表しておりま

す。また、当社は、当該割当予定先が「反社会的勢力に対する基本方針」に基づき、外部専門機関との連携や態勢

の整備等、反社会的勢力排除のための取組みを行っていることを当該割当予定先からのヒアリング等により確認し

ております。以上より、当社は、当該割当予定先並びにその役員及び主要株主が反社会的勢力等の特定団体等とは

何らの関係も有しないものと判断しております。

また、当社は、割当予定先である松本氏は当社代表取締役であることから、外部機関への調査依頼は行わず、公

開情報のリサーチ及び本人からのヒアリング等の方法により、松本氏が反社会的勢力とは一切関係していないと判

断しており、その旨の確認書を東京証券取引所に提出しております。

 

２ 【株券等の譲渡制限】

本新株予約権は、会社法第236条第１項第６号に定める新株予約権の譲渡制限はありませんが、本買受契約における

制限として、割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の決議による当社の承認を要す

る旨の制限が付されております。本新株予約権の譲渡について当社取締役会において承認がなされた場合には、直ち

にその内容について開示いたします。但し、割当予定先が、本新株予約権の行使により交付された株式を第三者に譲

渡することを妨げません。

また、本買受契約において、割当予定先は、当社取締役会の承認がある場合を除き、本新株予約権の行使により取

得した当社普通株式について、発行済株式総数に対する割合にして５％を超える当社普通株式を一度に市場外取引に
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よって第三者に譲渡することはできない旨が定められる予定です。

 

３ 【発行条件に関する事項】

(1) 払込金額の算定根拠及びその具体的内容

本新株予約権の発行価額は、第三者算定機関である株式会社Stewart McLaren(所在地：東京都港区白金台五丁目

９番５号、代表取締役：小幡治)に算定を依頼しました。当社は、財務アドバイザーであるストームハーバー証券株

式会社より、当該算定機関の紹介を受けたところ、当該算定機関が新株予約権の発行実務及び価値評価に関する十

分な専門知識・経験を有すると認められること、当社との間に資本関係・人的関係等はなく、また、当該算定機関

は当社の会計監査を行っている者でもないため当社との継続的な契約関係が存在せず、当社経営陣から一定程度独

立していると認められること、前回の第三者割当(第３回新株予約権・第４回新株予約権の発行)の際に当社新株予

約権の評価を実施した実績があること等に鑑み、当該算定機関を本新株予約権の第三者算定機関として選定いたし

ました。

当該算定機関は、価格算定に使用する価格算定手法の決定に当たって、境界条件から解析的に解を求めるブラッ

ク・ショールズ方程式や格子モデルといった他の価格算定手法との比較及び検討を実施した上で、一定株数及び一

定期間の制約の中で段階的な権利行使がなされること、並びに本新株予約権の発行要項及び割当予定先との間で締

結する予定の本買受契約に定められたその他の諸条件を適切に算定結果に反映できる価格算定手法として、一般的

な価格算定手法のうち汎用ブラック・ショールズ方程式を基礎とした数値計算手法(モンテカルロ法)を用いて本新

株予約権の評価を実施しています。

汎用ブラック・ショールズ方程式を基礎とした数値計算手法(モンテカルロ法を含む)は、新株予約権の原資産で

ある株式の価格が汎用ブラック・ショールズ方程式で定義されている確率過程で変動すると仮定し、その確率過程

に含まれる標準正規乱数を繰り返し発生させて将来の株式の価格経路を任意の試行回数分得ることで、それぞれの

経路上での新株予約権権利行使から発生するペイオフ(金額と時期)の現在価値を求め、これらの平均値から理論的

な公正価値を得る手法です。

当該算定機関は、本新株予約権の諸条件、新株予約権の発行決議に先立つ算定基準日である2025年４月18日にお

ける当社普通株式の株価終値2,434円/株、当社普通株式の価格の変動率(ボラティリティ)31.52％(過去3.06年間の

日次株価を利用)、満期までの期間3.06年、配当利率1.23％、非危険利子率0.70％、当社の行動、割当予定先の行動

を考慮して、一般的な価格算定モデルである汎用ブラック・ショールズ方程式を基礎とした数値計算手法を用い

て、本新株予約権の評価を実施しました。

価値評価にあたっては、当社は、本新株予約権の割当日以降、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引

の終値が、20取引日連続して、当該各取引日における行使価額の200％を超えた場合、当社取締役会が別途定める日

(取得日)の15取引日前までに割当予定先に対する通知を行うことにより、当該取得日において本新株予約権１個に

つき発行価額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができると想定しており、当

社は基本的に割当予定先による権利行使を待つものとしています。また、当社に付された取得条項は、発行要項

上、(ⅰ)本第５回新株予約権については2026年５月８日以降、(ⅱ)本第６回新株予約権については割当日以降いつ

でも行使することが可能な権利とされております。

なお、上記のとおり、当社は、株価が一定程度上昇した場合、残存する本新株予約権を全部取得するものと想定

しており、当該評価においてはその水準を発行決議時株価の200％以上となった場合と設定しております。発行要項

上取得条項は任意コール(ソフトコール)であり、同条項が発動される具体的な株価水準は定められていません。通

常任意コールの発動は取得者の収益が正の値を取る場合に行われるため、この発動水準を行使価額の100％と設定す

る場合もあります。しかし、本新株予約権の算定においてはこの発動水準を保守的に設定し、本新株予約権の割当

日以降、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が、20取引日連続して、当該各取引日における行

使価額の200％を超えた場合、当社は、当社取締役会が別途定める日(取得日)の15取引日前までに割当予定先に対す

る通知を行うことにより、当該取得日において本新株予約権１個につき発行価額で、当該取得日に残存する本新株

予約権の全部又は一部を取得することができると想定しております。発動水準を200％と設定した理由は、当社がよ

り有利な代替資金調達手法を確保することという既存株主の保護の観点を加味し、代替資金調達コストをCAPMと調

達金利から10％程度と見積もり、取得条項を発動する株価水準は、行使価額に代替資金調達コストを加えた水準を

さらに保守的に設定しました。これは、株価が当該水準を超えた場合、対象新株予約権による資金調達よりも代替

の資金調達の方が、調達コストが安価となり、企業が株主価値の最大化のため取得条項を発動することが合理的と

考えられるためです。

また、本第５回新株予約権には、行使価額修正型新株予約権への転換権が付されており、割当日以降、当社の普

通株式の普通取引の終値が５取引日連続して、発行時の株価の90％以下になった場合、当社は、取締役会決議によ
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り、行使価額修正型新株予約権への転換権を発動させ、本第５回新株予約権を行使価額型新株予約権に転換するも

のと想定しております。

加えて、割当予定先の行動は、当社株価が権利行使価格を上回っている場合に随時権利行使を行い、取得した株

式を１日当たりの平均売買出来高の約10％で売却することと仮定しております。

これらの算定方法により、当該算定機関の算定結果として、本第５回新株予約権の１個当たりの払込金額は、

2,550円となりました。また、本第５回新株予約権の行使価額は、2,434円としました。次に、本第６回新株予約権

の１個当たりの払込金額は、2,033円となりました。また、本第６回新株予約権の行使価額は、2,800円としまし

た。なお、本第５回新株予約権の行使価額の修正に係るディスカウント率は、当社普通株式の株価動向等を勘案し

た上で、割当予定先との間での協議を経て、10％としました。

本新株予約権の払込金額の決定に当たっては、当該算定機関が公正な評価額に影響を及ぼす可能性のある事象を

前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられている汎用ブラック・ショールズ方程

式を用いて公正価値を算定していることから、当該算定機関の算定結果は合理的な公正価格であると考えられると

ころ、払込金額が算定結果である評価額を参考に、当該評価額を下回らない範囲で、割当予定先との間での協議を

経て決定されているため、本新株予約権の払込金額は、有利発行には該当せず、適正かつ妥当な価額であると判断

いたしました。

さらに、当社監査等委員４名全員(うち会社法上の社外取締役３名)から、会社法上の職責に基づいて以下の各点

を確認し審議を行った結果、本新株予約権の発行条件が有利発行に該当しない旨の取締役の判断について、法令に

違反する重大な事実は認められず、また、公正な算定結果に基づき、第三者との間で合意した条件であることか

ら、有利発行には当たらない旨の見解を書面により取得しております。

(ⅰ) 本新株予約権の発行においては、新株予約権の発行実務及び価値評価に関する知識及び経験が必要であると

考えられ、第三者算定機関である株式会社Stewart McLarenがかかる専門知識及び経験を有すると認められ

ること

(ⅱ) 当社と株式会社Stewart McLarenとの間に資本関係はなく、また、同社は当社の会計監査を行っているもの

でもないことから、当社の継続的な契約関係は存在せず、当社経営陣から一定程度独立していると認められ

ること

(ⅲ) 当社取締役がそのような株式会社Stewart McLarenに対して本新株予約権の価値評価を依頼していること

(ⅳ) 本新株予約権の価値評価に当たっては、株式会社Stewart McLarenが本新株予約権の発行要項に基づいて本

新株予約権の価値評価を行い、評価報告書を提出していること

(ⅴ) 本新株予約権の発行に係る決議を行った取締役会において、株式会社Stewart McLaren作成に係る評価報告

書を参考にしつつ、当社取締役による具体的な説明を踏まえて検討が行われていること

(ⅵ) 本新株予約権の発行要項については当社の法律顧問より法的に問題ない旨の見解を得た上で、本新株予約権

の発行プロセス及び発行条件についての考え方並びに新株予約権の発行に係る実務慣行について、当社の財

務アドバイザーであるストームハーバー証券株式会社から当社取締役に対して具体的な説明が行われてお

り、かかる説明を踏まえた上で当社取締役が金融商品取引法その他の法令に基づき本新株予約権の発行のた

めの諸手続きを行っていること

(ⅶ) 本新株予約権の発行価額の決定にあたっては、株式会社Stewart McLarenが公正な評価額に影響を及ぼす可

能性のある事象を前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテ

カルロ・シミュレーションを用いて公正価値を算定していること

(ⅷ) 上記(ⅶ)より株式会社Stewart McLarenの算定結果は合理的な公正価格であると認められるところ、割当予

定先との協議も経た上で、本新株予約権の払込金額が算定結果である評価額と同額で決定されていること

 

なお、本第６回新株予約権については、支配株主である当社代表取締役松本氏を割当対象としているため、支配

株主との取引等に該当しているところ、支配株主との間で利害関係を有しない独立役員の監査等委員である社外取

締役３名全員から、会社法上の職責に基づいて以下の各点を確認し、審議を行った結果、本第６回新株予約権の発

行は、当社の少数株主にとって不利益なものではない旨の見解を書面により取得しております。

(ⅰ) 本第６回新株予約権は、当社代表取締役である松本俊人が、今後も引き続き当社代表取締役として当社経営

を遂行し、当社グループの中長期的な企業価値向上に対するコミットメントを示す観点から付与されるもの

であること

(ⅱ) 本第６回新株予約権の発行内容及び条件は、一般的な新株予約権発行の内容及び条件から逸脱するものでは

なく、適切なものであること
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(ⅲ) 本第６回新株予約権の発行は、社内で定められた規則及び手続きに従ってなされていること

(ⅳ) 本第６回新株予約権の発行価額は、株式会社Stewart McLarenから当社宛に提出された2025年４月18日付

「株式会社アズ企画設計第５回、第６回新株予約権　算定報告書」に記載された公正価値を参照した上で、

当該算定結果である評価額と同額で決定されていること

(ⅴ) 利益相反を回避するため、本第６回新株予約権の発行に係る取締役会の審議及び決議には、支配株主に該当

する当社代表取締役松本俊人は参加しておらず、これにより取締役会の意思決定の公正性が確保されている

こと

 

(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

本新株予約権の目的である株式の総数は、本第５回新株予約権200,000株及び本第６回新株予約権90,000株であ

り、本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数は290,000株(議決権数2,900個)であります。2025年２

月28日現在の当社発行済普通株式総数1,208,000株(自己株式及び単元未満株式を除く当社普通株式に係る議決権数

12,069個)を分母とする希薄化率は24.01％(自己株式及び単元未満株式を除く当社普通株式に係る議決権の総数に対

する割合は24.03％)の希薄化をもたらすこととなります。

しかしながら、今回の資金調達における資金使途は①不動産開発資金、②Ｍ＆Ａ又は戦略的提携のための成長投

資資金であり、今回の第三者割当による資金調達を成功させ、上記資金使途に充当することで、当社の更なる企業

価値向上を図ることが可能となります。したがいまして、当社といたしましては、今回の第三者割当による新株予

約権の募集は、当社の企業価値及び株式価値の向上を図るためには必要不可欠な規模及び数量であると考えており

ます。なお、将来何らかの事由により資金調達の必要性が乏しくなった場合、又は本新株予約権よりも有利な資金

調達方法が利用可能となった場合には、当社の判断により、残存する新株予約権を取得できる条項を付すことで、

必要以上の希薄化が進行しないように配慮しております。

また、本新株予約権が全て行使された場合に交付される当社の普通株式数290,000株に対し、2025年４月18日から

起算した当社株式の過去６か月間における１日当たりの平均売買出来高は2,167株、過去３か月間における１日当た

りの平均売買出来高は2,708株、過去１か月間における１日当たりの平均売買出来高は2,248株となっております。

したがいまして、市場で売却することによる流通市場への影響は、行使期間である３年間(年間取引日数：246日/年

営業日で計算)で行使して希薄化規模が最大となった場合、１日当たりの売却数量は393株であり、上記過去６か月

間における１日あたりの平均売買出来高の18.14％にとどまることから、当社株式は、本新株予約権の目的である株

式の総数を勘案しても一定の流動性を有しており、本新株予約権の行使により交付された当社株式の売却は、当社

株式の流動性によって十分に吸収可能であると判断しております。

 

４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。

 

５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合

割当後の所有
株式数
(千株)

割当後の
総議決権数に
対する所有議
決権数の割合

松本　俊人 埼玉県川口市 438 36.29％ 528 35.27％

三田証券株式会社
東京都中央区日本橋兜町３番
11号

－ － 200
13.36％
(注)４．

株式会社　ヒトプラン
埼玉県川口市戸塚１丁目５番
18号

200 16.57％ 200 13.36％

脇田　栄一 東京都港区 56 4.64％ 56 3.74％

楽天証券株式会社
東京都港区南青山二丁目６番
21号

14 1.16％ 14 0.94％

木原　直哉 東京都文京区 12 0.99％ 12 0.80％

新沼　吾史 東京都中野区 11 0.99％ 11 0.79％

小尾　誠 埼玉県さいたま市緑区 7 0.62％ 7 0.50％
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ＢＮＹＭ　ＳＡ／Ｎ
Ｖ 　Ｆ Ｏ Ｒ 　Ｂ Ｎ Ｙ
Ｍ 　Ｆ Ｏ Ｒ 　Ｂ Ｎ Ｙ
Ｍ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥ
ＮＴ　ＡＣＣＴＳ　
Ｍ　ＩＬＭ　ＦＥ
(常任代理人　株式会社
三菱ＵＦＪ銀行)

２　ＫＩＮＧ　ＥＤＷＡＲ
Ｄ　ＳＴＲＥＥＴ，ＬＯＮＤ
ＯＮ　ＥＣ１Ａ　１ＨＱ　Ｕ
ＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ
(東京都千代田区丸の内一丁目
４番５号)

5 0.45％ 5 0.36％

友廣　茂 愛知県名古屋市中区 5 0.42％ 5 0.34％

計 ― 749 62.13％ 1,039 69.47％
 

(注) １．割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、2025年２月28日現在の株主名

簿を基準として記載をしております。

２．「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」の算出にあたっては、「割当後の所有株式数」に係る

議決権の数を、2025年２月28日現在の総議決権数(12,069個)に本新株予約権の目的である株式の総数に係る

議決権数(2,900個)を加算した数(14,969個)で除して算出しております。

３．「総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、

小数点以下第３位を四捨五入して算出しております。

４．割当予定先の割当後の総議決権数に対する所有議決権数は、本新株予約権を全て行使した上で取得する当該

株式を全て保有したと仮定した場合の数となります。本第５回新株予約権の行使後の当社株式に関する割当

予定先である三田証券株式会社の保有方針は、純投資であり、長期間保有する意思を表明しておりませんた

め、本第５回新株予約権の発行後の大株主の状況は直ちに変動する可能性があります。

 

６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

 

第１ 【公開買付け又は株式交付の概要】

 

該当事項はありません。

 

第２ 【統合財務情報】

 

該当事項はありません。

 

第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約(発行者(その関連者)と株式交付子会

社との重要な契約)】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

 

１．事業等のリスクについて

後記「第四部　組込情報」の有価証券報告書(第35期)及び半期報告書(第36期中)(以下、「有価証券報告書等」とい

います。)に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後本有価証券届出書提出日

(2025年４月21日)までの間に生じた変更その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、本有価証券届出書提出日(2025年４月

21日)現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

２．臨時報告書の提出について

後記「第四部　組込情報」の第35期有価証券報告書の提出日(2024年５月30日)以降、本有価証券届出書提出日(2025

年４月21日)までの間において、下記の臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

 

(2024年５月31日提出の臨時報告書)

１　提出理由

2024年５月30日開催の当社第35回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第

24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書

を提出するものであります。

 

２　報告内容

(1) 当該株主総会が開催された年月日

2024年５月30日

 

(2) 当該決議事項の内容

第１号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件

取締役(監査等委員である取締役を除く。)として、松本俊人、惠実幸、相馬剛及び杉江康次の

４氏を選任する。

 

第２号議案　監査等委員である取締役４名選任の件

監査等委員である取締役として、北山一博、大山亨、松原有里枝及び飯塚健の４氏を選任す

る。

 

第３号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)に対する譲渡制限付株式報酬に係る報酬決定の件

当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)に対し、譲渡制限付株式の付与のための報酬

制度を導入し、譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭債権の総額を年額50百万円以内(３

か年の事業年度につき150百万円以内、ただし、使用人兼取締役の使用人給与は含まない。)と

する。なお、本制度に基づき、対象取締役に発行又は処分する当社の普通株式の総数は年

20,000株以内(３か年の事業年度につき60,000株以内。)とする。

 

(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要

件並びに当該決議の結果

 

決議事項 賛成(個) 反対(個) 棄権(個) 可決要件
決議の結果及び
賛成割合(％)

第１号議案      

　松本　俊人 8,744 44 － (注)１ 可決　98.65

　惠　　実幸 8,742 46 －  可決　98.63

　相馬　　剛 8,731 57 －  可決　98.51

　杉江　康次 8,738 50 －  可決　98.59
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第２号議案      

　北山　一博 8,738 50 － (注)１ 可決　98.59

　大山　　亨 8,745 43 －  可決　98.66

　松原有里枝 8,736 52 －  可決　98.56

　飯塚　　健 8,745 43 －  可決　98.66

第３号議案 8,703 85 － (注)２ 可決　98.19
 

(注) １．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

２．出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成による。

 

(4) 議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の

集計により各決議事項が可決されるための要件を満たし、会社法に則って決議が成立したため、本株主総会当

日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない一部の議決権の数は加算しておりません。

 

３．資本金の増減について

「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第35期、提出日2024年５月30日)に記載の資本金等は、当該有価証

券報告書の提出日(2024年５月30日)以降、本有価証券届出書提出日(2025年４月21日)までの間において、以下のとお

り変化しております。

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高(千円)

2024年５月30日～
2024年７月12日
(注)１

10,000 1,207,000 12,505 385,024 12,505 365,024

2024年12月２日
(注)２

1,000 1,208,000 96 385,120 96 365,120
 

(注) １．譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行による増加であります。

発行価格　　　　 １株につき2,501円

資本組入額　　　 １株につき1,250.5円

割当先　　　　　 社外取締役を除く当社取締役３名

２．新株予約権(ストック・オプション)の権利行使による増加であります。

 

４．最近の業績の概要について

2025年４月10日に開示いたしました「2025年２月期　決算短信〔日本基準〕(連結)」に掲載されている第36期(自　

2024年３月１日　至　2025年２月28日)連結会計年度の連結財務諸表は、以下のとおりであります。

なお、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人の監査を終了しておりませんので、監査報告書は

受領しておりません。
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（１）連結貸借対照表

           (単位：千円)
          

前連結会計年度
(2024年２月29日)

当連結会計年度
(2025年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,906,537 4,373,158

  売掛金 15,018 18,688

  販売用不動産 4,513,677 7,930,579

  仕掛販売用不動産 760,424 －

  仕掛品 31 43

  貯蔵品 2,205 1,810

  前渡金 19,000 91,500

  前払費用 46,570 60,138

  未収入金 4,962 98,861

  その他 10,284 15,413

  貸倒引当金 △2,110 △2,065

  流動資産合計 9,276,601 12,588,127

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 634,500 635,500

    減価償却累計額 △163,766 △191,698

    建物（純額） 470,734 443,802

   構築物 21,108 20,324

    減価償却累計額 △9,858 △10,348

    構築物（純額） 11,249 9,976

   機械及び装置 684 －

    減価償却累計額 △684 －

    機械及び装置（純額） － －

   工具、器具及び備品 42,556 42,172

    減価償却累計額 △27,437 △30,594

    工具、器具及び備品（純額） 15,118 11,577

   リース資産 14,262 14,262

    減価償却累計額 △12,985 △13,127

    リース資産（純額） 1,276 1,134

   有形固定資産合計 498,378 466,491

  無形固定資産   

   商標権 259 202

   ソフトウエア 1,814 907

   その他 246 246

   無形固定資産合計 2,321 1,356

  投資その他の資産   

   投資有価証券 30,145 30,145

   出資金 380 580

   長期前払費用 29,580 44,161

   繰延税金資産 1,239 9,962

   その他 93,250 99,095

   投資その他の資産合計 154,595 183,944

  固定資産合計 655,295 651,792

 資産合計 9,931,897 13,239,919
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           (単位：千円)
          

前連結会計年度
(2024年２月29日)

当連結会計年度
(2025年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 14,182 17,369

  短期借入金 2,875,600 1,733,500

  １年内返済予定の長期借入金 959,500 488,617

  リース債務 1,419 1,092

  未払金 49,382 29,950

  未払費用 85,769 102,971

  未払法人税等 37,133 276,302

  前受金 32,214 34,261

  預り金 171,194 173,090

  賞与引当金 21,219 22,063

  株主優待引当金 9,480 10,911

  その他 175,881 148,041

  流動負債合計 4,432,978 3,038,170

 固定負債   

  社債 258,000 190,000

  長期借入金 2,611,061 6,843,876

  リース債務 1,394 302

  資産除去債務 54,350 54,845

  繰延税金負債 1,233 －

  その他 77,828 154,557

  固定負債合計 3,003,868 7,243,582

 負債合計 7,436,847 10,281,752

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 372,519 385,120

  資本剰余金 531,239 543,840

  利益剰余金 1,591,786 2,029,815

  自己株式 △494 △610

  株主資本合計 2,495,050 2,958,166

 純資産合計 2,495,050 2,958,166

負債純資産合計 9,931,897 13,239,919
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

           (単位：千円)
          前連結会計年度

(自　2023年３月１日
　至　2024年２月29日)

当連結会計年度
(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

売上高 11,506,543 12,430,301

売上原価 9,884,430 10,489,065

売上総利益 1,622,113 1,941,236

販売費及び一般管理費 958,156 966,110

営業利益 663,957 975,125

営業外収益   

 受取利息 40 1,369

 受取配当金 5 8

 受取手数料 1,674 1,562

 会費収入 1,190 2,354

 助成金収入 － 1,980

 その他 849 1,171

 営業外収益合計 3,761 8,446

営業外費用   

 支払利息 116,795 131,328

 社債利息 2,101 2,039

 支払手数料 87,493 104,462

 社債発行費 2,533 623

 その他 4,408 4,366

 営業外費用合計 213,331 242,820

経常利益 454,386 740,751

特別利益   

 固定資産売却益 452,725 －

 特別利益合計 452,725 －

特別損失   

 減損損失 － 122

 固定資産除売却損 143 －

 特別損失合計 143 122

税金等調整前当期純利益 906,968 740,629

法人税、住民税及び事業税 79,741 288,619

法人税等調整額 207,166 △9,955

法人税等合計 286,908 278,663

当期純利益 620,059 461,965

親会社株主に帰属する当期純利益 620,059 461,965
 

 
 
（連結包括利益計算書）

           (単位：千円)
          前連結会計年度

(自　2023年３月１日
　至　2024年２月29日)

当連結会計年度
(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

当期純利益 620,059 461,965

包括利益 620,059 461,965

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 620,059 461,965
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自　2023年３月１日　至　2024年２月29日)

 (単位：千円)

 
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 171,232 329,952 973,645 △207 1,474,623 1,474,623

当期変動額       

連結範囲の変動   △1,919  △1,919 △1,919

新株の発行（新株予約権の

行使）
201,286 201,286   402,573 402,573

親会社株主に帰属する

 当期純利益
  620,059  620,059 620,059

自己株式の取得    △287 △287 △287

株主資本以外の項目

 の当期変動額（純額）
     －

当期変動額合計 201,286 201,286 618,140 △287 1,020,426 1,020,426

当期末残高 372,519 531,239 1,591,786 △494 2,495,050 2,495,050
 

 
当連結会計年度(自　2024年３月１日　至　2025年２月28日)

 (単位：千円)

 
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 372,519 531,239 1,591,786 △494 2,495,050 2,495,050

当期変動額       

新株の発行 12,505 12,505   25,010 25,010

新株の発行（新株予約権の

行使）
96 96   192 192

剰余金の配当   △23,936  △23,936 △23,936

親会社株主に帰属する

 当期純利益
  461,965  461,965 461,965

自己株式の取得    △115 △115 △115

株主資本以外の項目

 の当期変動額（純額）
     －

当期変動額合計 12,601 12,601 438,029 △115 463,115 463,115

当期末残高 385,120 543,840 2,029,815 △610 2,958,166 2,958,166
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

           (単位：千円)
          前連結会計年度

(自　2023年３月１日
　至　2024年２月29日)

当連結会計年度
(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 906,968 740,629

 減価償却費 52,508 34,258

 減損損失 － 122

 固定資産売却益 △452,725 －

 固定資産除売却損 143 －

 長期前払費用償却額 10,600 11,738

 賞与引当金の増減額（△は減少） 6,008 844

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △414 △45

 株主優待引当金の増減額（△は減少） 4,342 1,431

 受取利息及び受取配当金 △45 △1,378

 支払利息 118,896 133,368

 社債発行費 2,533 623

 売上債権の増減額（△は増加） 4,307 △3,669

 棚卸資産の増減額（△は増加） △727,796 △2,656,094

 前渡金の増減額（△は増加） 53,500 △72,500

 仕入債務の増減額（△は減少） △36,516 3,187

 未払金の増減額（△は減少） 19,188 △19,432

 未払消費税等の増減額（△は減少） 32,881 △32,881

 未収消費税等の増減額（△は増加） 30,341 △84,326

 預り金の増減額（△は減少） 13,077 1,896

 預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △1,766 76,729

 その他の資産の増減額（△は増加） △5,344 △6,989

 その他の負債の増減額（△は減少） △54,933 43,591

 小計 △24,244 △1,828,900

 利息及び配当金の受取額 45 1,378

 利息の支払額 △127,236 △130,526

 法人税等の支払額 △63,077 △56,466

 営業活動によるキャッシュ・フロー △214,512 △2,014,514

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △416,800 △80,600

 定期預金の払戻による収入 14,400 18,000

 有形固定資産の取得による支出 △41,569 △1,528

 補助金の受取額 17,500 －

 投資有価証券の取得による支出 △29,995 －

 敷金の差入による支出 △68,445 －

 敷金の回収による収入 13,768 －

 資産除去債務の履行による支出 △44,100 △810

 長期前払費用の取得による支出 △5,525 －

 保険積立金の積立による支出 △534 △576

 その他 △3,284 △3,300

 投資活動によるキャッシュ・フロー △564,585 △68,814
 

 
 
 
           (単位：千円)
          前連結会計年度

(自　2023年３月１日
　至　2024年２月29日)

当連結会計年度
(自　2024年３月１日
　至　2025年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,988,513 △1,142,100

 長期借入れによる収入 4,290,000 9,667,490
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 長期借入金の返済による支出 △5,933,669 △5,906,987

 社債の発行による収入 147,467 47,329

 社債の償還による支出 △178,000 △143,000

 リース債務の返済による支出 △1,389 △1,419

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 398,664 192

 新株予約権の発行による収入 3,909 －

 自己株式の取得による支出 △287 △115

 配当金の支払額 － △23,894

 その他 △1,856 △10,149

 財務活動によるキャッシュ・フロー 713,351 2,487,343

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △65,745 404,014

現金及び現金同等物の期首残高 3,028,325 2,972,579

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 9,999 －

現金及び現金同等物の期末残高 2,972,579 3,376,593
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 
（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、「不動産販売事業」、「不動産賃貸事業」及び「不動産管理事業」を営んでおります。「不動産販売事

業」は、当社が購入いたしました中古の不動産物件について改修等を行うことで付加価値を加え、運用効率を上げた

後に投資家に販売する事業であります。「不動産賃貸事業」は、当社が土地、空室等を借上げ又は、土地、建物等を

取得・保有し運用する事業であります。「不動産管理事業」は、当社から不動産物件を購入した顧客や、その他不動

産所有者から、所有不動産における建物管理及び入居者管理、賃貸契約管理、賃貸仲介等のサービスを提供する事業

であります。

 
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 
 
 
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2023年３月１日 至 2024年２月29日)

  (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
 (注)１

連結財務諸表
 計上額
 (注)２不動産

 販売事業
不動産

 賃貸事業
不動産

 管理事業
計

売上高       

外部顧客への売上高 10,639,823 629,674 237,045 11,506,543 － 11,506,543

セグメント間の内部
 売上高又は振替高

－ － － － － －

計 10,639,823 629,674 237,045 11,506,543 － 11,506,543

セグメント利益 760,128 71,615 96,236 927,980 △264,023 663,957

セグメント資産 5,312,485 472,571 9,254 5,794,310 4,137,587 9,931,897

その他の項目       

減価償却費 － 27,657 － 27,657 24,851 52,508

有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

－ 408 － 408 61,075 61,484
 

(注) １．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△264,023千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門にかかる費用であります。

(2) セグメント資産の調整額4,137,587千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全

社資産は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金並びに本社備品等であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自 2024年３月１日 至  2025年２月28日)

  (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
 (注)１

連結財務諸表
 計上額
 (注)２不動産

 販売事業
不動産

 賃貸事業
不動産

 管理事業
計

売上高       

外部顧客への売上高 11,494,243 712,449 223,608 12,430,301 － 12,430,301

セグメント間の内部
 売上高又は振替高

－ － － － － －

計 11,494,243 712,449 223,608 12,430,301 － 12,430,301

セグメント利益 1,031,670 128,790 81,259 1,241,721 △266,595 975,125

セグメント資産 8,037,375 448,781 14,612 8,500,768 4,739,150 13,239,919

その他の項目       

減価償却費 － 26,645 － 26,645 7,612 34,258

有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

－ 528 － 528 1,000 1,528
 

(注) １．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△266,595千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門にかかる費用であります。

(2) セグメント資産の調整額4,739,150千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全

社資産は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金並びに本社備品等であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
【関連情報】

前連結会計年度(自 2023年３月１日 至 2024年２月29日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 
３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ランドマン 1,405,000不動産販売事業
 

 
 
 
当連結会計年度(自 2024年３月１日 至 2025年２月28日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
２．地域ごとの情報
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(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 
３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社アスコット 1,893,368不動産販売事業
 

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2023年３月１日 至 2024年２月29日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自 2024年３月１日 至 2025年２月28日)

     (単位：千円)

 不動産販売事業 不動産賃貸事業 不動産管理事業 全社 合計

減損損失 － 122 － － 122
 

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 
 
 

（収益認識関係）

前連結会計年度(自　2023年３月１日　至　2024年２月29日)

(単位：千円)

 
報告セグメント

合計
不動産販売事業 不動産賃貸事業 不動産管理事業

収益不動産売買 10,611,330 － － 10,611,330

その他 28,493 112,260 237,045 377,799

顧客との契約から生じる収益 10,639,823 112,260 237,045 10,989,129

その他の収益　(注) － 517,413 － 517,413

外部顧客への売上高 10,639,823 629,674 237,045 11,506,543
 

(注)　「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく、賃貸収益等でありま

す。

 
当連結会計年度(自　2024年３月１日　至　2025年２月28日)

(単位：千円)

 
報告セグメント

合計
不動産販売事業 不動産賃貸事業 不動産管理事業

収益不動産売買 11,436,905 － － 11,436,905

その他 57,337 113,143 223,608 394,089
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顧客との契約から生じる収益 11,494,243 113,143 223,608 11,830,994

その他の収益　(注) － 599,306 － 599,306

外部顧客への売上高 11,494,243 712,449 223,608 12,430,301
 

(注)　「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく、賃貸収益等でありま

す。

 
 
 

（１株当たり情報）

 

 
前連結会計年度

(自　2023年３月１日
至　2024年２月29日)

当連結会計年度
(自　2024年３月１日
至　2025年２月28日)

１株当たり純資産額 2,084.75円 2,449.29円

１株当たり当期純利益金額 567.37円 383.89円

潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益金額

558.37円 －円
 

(注) １．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

 (2024年２月29日)
当連結会計年度

 (2025年２月28日)

純資産の部の合計額(千円) 2,495,050 2,958,166

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － －

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 2,495,050 2,958,166

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の
数(株)

1,196,811 1,207,763
 

 
２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 

 
前連結会計年度

(自　2023年３月１日
至　2024年２月29日)

当連結会計年度
(自　2024年３月１日
至　2025年２月28日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額(千円) 620,059 461,965

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
 金額(千円)

620,059 461,965

普通株式の期中平均株式数(株) 1,092,869 1,203,383

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 17,617 －

(うち新株予約権(株)) (17,617) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ －
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 

有価証券報告書
 

事業年度
(第35期)

自　2023年３月１日
至　2024年２月29日

2024年５月30日
関東財務局長に提出

半期報告書
 

事業年度
(第36期中)

自　2024年３月１日
至　2024年８月31日

2024年10月10日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して提

出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライン)

Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
第１ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2024年５月30日

株式会社アズ企画設計

取締役会　御中

 
RSM清和監査法人

 

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小　　菅　　義　　郎  
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　　本　　　　　亮  
 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アズ企画設計の2023年３月１日から2024年２月29日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社アズ企画設計及び連結子会社の2024年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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不動産販売事業に係る収益認識の適切性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている売
上高11,506,543千円には、不動産販売事業売上高
10,639,823千円が含まれており、これは会社全体の売上
高の92.5％を占めている。
一般的に不動産の売却取引は、一件当たりの売却額が

多額になることが多く、取引条件の個別性が強い傾向が
あるため、売上計上及び計上時期の適切性の判断には個
別の取引条件の検討が必要である。
このため、契約の事実、契約に基づく権利関係の移転

事実、所有権移転の登記、入金条件等の収益認識に影響
を与える取引条件から導かれる会計処理の判断を誤った
場合には、売上高の計上及び期間帰属が不適切となるリ
スクを有している。
したがって、当監査法人は不動産販売事業に係る収益

認識の適切性を監査上の主要な検討事項と判断した。

当監査法人は、不動産販売事業に係る収益認識の適切
性を検討するため、主に以下の監査手続を実施した。
(1) 内部統制の評価手続

不動産販売事業に係る売上高の計上プロセスに関連
する内部統制(特に物件引渡書を入手し引渡日をもっ
て売上計上していること及び所有権移転登記がなされ
ていることを確認する統制)の整備・運用状況の有効
性について評価を実施した。

(2) 売上高の計上及び期間帰属の適切性を検討するため
の手続

・取引の発生事実を確認するため、稟議書及び取締役
会議事録、ＩＲ情報等を閲覧した。

・売買契約書を閲覧し、取引条件、取引価額、買戻し
条件の有無等を検討することにより、売上高の計上
及び計上時期に関する事項の適切性を検証し、必要
に応じて経営管理者に質問を実施した。

・物件の引渡し及び権利移転の事実を確認するため、
物件引渡書等の引渡しの記録が確認できる書類、登
記簿謄本及び入金証憑等を閲覧した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アズ企画設計の2024

年２月29日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社アズ企画設計が2024年２月29日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(３)【監査

の状況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2024年５月30日

株式会社アズ企画設計

取締役会　御中

 
RSM清和監査法人

 

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小　　菅　　義　　郎  
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　　本　　　　　亮  
 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アズ企画設計の2023年３月１日から2024年２月29日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社アズ企画設計の2024年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
不動産販売事業に係る収益認識の適切性

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項(不動産販売事業に係る収益認識の適切性)と同

一内容であるため、記載を省略している。
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
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監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

 

2024年10月10日

株式会社アズ企画設計

取締役会　御中

 
RSM清和監査法人

 

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小　　菅　　義　　郎  
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　　本　　　　　亮  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アズ企

画設計の2024年３月１日から2025年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2024年３月１日から2024年８月31

日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社アズ企画設計及び連結子会社の2024年８月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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